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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 (JMF) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あ り， 日本 工業 標準 調 
査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISB 9704-1:2000 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

改正に 当たって は， 日本工業規格と 国際規格との 対比， 国際規格に 一致した 日本工業規格の 作成 及び 曰 
本 工業規格 を 基礎 に し た 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， TEC 61496-1:2004, Safety of machinery 
— Electro-sensitive protective equipment— Part 1: General requirements and tests を 港 礎と して 用 レ 、 た。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 
工業 標準 調査 会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 
公開 後の 実用新案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 を もたない。 
JIS B 9704-1 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 
附属 書 A (規定） ESPE のォ プシ ョ ン 機能 
附属 書 B (規定） ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧表 
附属 書 C (参考） 適合 性 評価 
JIS B 9704 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JIS B 9704-1 第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試験 

JIS B 9704-2 第 2 部 ： 能動的 光電 保護 装置 を 使 う 設備に 対する 要求 事項 
JIS B 9704-3 第 3 部： 拡散 反射 形 能動的 光電 保護 装置に 対する 要求 事項 
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機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 
第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試験 

Safety of machinery - Electro-sensitive protective equipment- 
Part 1: General requirements and tests 

序文 こ の 規格 は， 2004 年に 第 2 版と して 発行され た IEC 61496-1, Safety of machinery — Electro- sensitive 
protective equipment -Part 1: General requirements and tests を 翻 |R し ， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す 
る ことなく 作成 し た 日本工業規格 であ る。 

なお， この 規格で 側線 又は 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格に はない 事項で あり， 記述 を 明 
確に し， 理解 を 助ける ために 追加 し た 事項 である。 

この 規格 は， 製品 ファミリー 規格 纏褡に 位置付けられ， 機械 類の 安全性 を 扱う 個別 製品 規格に 強制 
力 を もつ 引用 規格と して 使用で きる。 

この 規格が 規定す る 電気 的検知 保護 設備 （以下， ESPE という。） は， 人に 傷害 を 与える リスク を もつ 機 
械 類に 用いて， 人が 危険 状態に 陥る 前に 機械 を 安全な 状態に 移行させる 保護 機能 を もつ。 

こ の 規格 は， 機械 安全の 分野で 広 く 使用 さ れる ESPE の 設計 及び 機能に 対し 一般的な 要求 事項 を 規定す 
る。 この 規格に 適合す る ESPE は， 基本的な 特徴と して， 適正な 水準の 安全 関連性 能 を もっと 共に， この 
性能 水準が 維持され ている 確証 を 得る ための 周期 的な 機能 テス ト 又は セルフ チ エツ ク 機能 を 組 込みで 備え 
ている こ と になる。 

機械に は， その 種類 特有の 危険 源が ある。 特定の 機械に 対して ESPE の 適用 法 を 勧告す る こと は， この 
規格の 目的で はない。 特定の 機械に どんな ESPE を どのように 適用す るか は， ESPE の 供給者， 機械の 使用 
者， 監督 機関の 間で 取り決める ことが 望ましい。 この ことに 関して は， 例えば， JIS B 9700-1 及び JIS B 
9700-2 を 参照す る とよ レ\ 

この 規格 は， ESPE の 技術的な 要求 事項 を 規定す る ものである。 この 規格 を 適用す るに 当たって， 人の 
健康に 害 を 及ぼす 物質 及び 試験 手順 を 用いる 必要が ある 場合 は， 適切な 予防 措置 を とらなければ ならな レ ん 
ESPE の 製造業 者， 使用者 は， 当該 ESPE が この 規格に 適合す る こと を もって 保護 設備 使用 中の 人の 安全と 
健康に 関して 法律上 の 責任から 免 がれる もので はない。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 構 械 せ なめ ク 安全 関連 制御システムの 一部と して， 特に 人 を 検出す るた めに 
用いる 非接触 式の ESPE の 設計， 製造 及び 試験に 対する 一般 要求 事項に ついて 規定す る。 必要な 安全 関連 
性能 を 確実に 達成す るた めの 機能の 要求 事項， 及び 設計に 対する 要求 事項に 特別な 注意が 向けられ ている。 
ESPE に は， 附属 書 A に 規定す る 追加の 安全 関連 機能 を オプション として 含む ものが ある。 玉 はもうな す 

ズ 之- 旦-ヒ き- 盒 お- g さ re. もぶ- 格- 9_ 瑋显 M きで 多-る丄. 

特定の 検知 機能 形式の ESPE に対する 要求 事項 は， JIS B 9704 の 他の 部 （現時点で は JIS B 9704-2 及び 
JIS B 9704-3) に 規定す る。 
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この 規格 は， 特定の 用途に おける 検出 区域の 寸法， 形状 及び 危険 源に 対する ESPE の 配置 を 規定す る も 
ので はない。 また， 何が 機械の 危険 源で あるか も 規定し ない。 この 規格 は， ESPE の 機能に 関する 事項， 
，―ヌ 二き. _ン_ グ.， 服属 ズ晝， ―.. 及び 機械と ESPE の インタフェース に関する 事項 を 規定す る。 
この 規格 は， 人の 保護 以外に も， 例えば， 機械 及び 製品の 損傷 防止に 関連して 用いる こと もで きる。 そ 
のよう な 用途で は， 例えば， 検出 対象 物の 特性が 人の 特性と は 異なる ので， この 規格が 規定し ない 要求 事 
項 も 必要と なる ことがある。 

この 規格 は， 電磁 両立 性 （EMC) の 放射に 対する 要求 事項 は 扱わない。 
備考 この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

IEC 61496-1 :z004, Safetv oi machinery— Electro-sensitive protective equipment — Part 1: General 
requirements and tests (IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 
(追 補 を 含む） は 適用し ない。 西暦 年の 付記がない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む） を 適用す る。 
f.f....IMilMlEC.614?M;m.^^ffi 

き-そ— り-ま-ま —弓_ほ 丄エヒ を。… 

JIS B 3502:2004 プロ グラマ ブル コントローラ 一 装置への 要求 事項 及び 試験 

循% IEC 61131-2:1992, Programmable controllers — Part 2: Equipment requirements and tests 力 s り の 弓 I 
用事 項 は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JIS 8 9700-1:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
爾考 ISO/TR 12100-1:1992, Sarety of machinery — Basic concepts, general principles for design 一 Part 1: 

Basic terminology, methodology か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で あ る 。 
参- 考- . ..ISO 1 2100 : 1:2003. が-， - . JIS B 9700 : 1 :2004 ニ黎- LT V ？. さ。. _ - 
JIS 8 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部 ： 技術 原則 

ISO/TR 12100-2:1992, Safety of machinery ― Basic concepts, general principles for design — Part 2: 
Technical principles か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で ある。 
参. 考- ...ISO 1 2100 : 2:2003. p_ ん. . JIS B 9700-2 ：2004 .t.^l^ L.T -レ— . . 
JISB 9705-1:2000 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
備考 ISO 13849-1:1999, Safetv of machinery — Safety-related parts of control svstems 一 Part 1: ueneral 
principles for design 力、 この 規格と 一致して レ ） る。 
JIS B 9960-1:1999 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

簡考 IEC 60204-1:1997, Safety oi machinery ― Electrical equipment of machines ― Part 1: ueneral 
requirements からの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で ある。 
JIS C 0447: 1997 マンマシンインタフェース （MMI) — 操作 の 基準 

備考 IEC 60447:1993, Man-machine interface (MMI)- Actuating principles が, こ の 規格 と 一致 し て 
いる。 

JIS C 0664:2003 低圧 系統 内 機器の 絶緣 協調 第 1 部： 原理， 要求 事項 及び 試験 
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備考 IEC 60664-1:1992, Insulation coordination for equipment within low-voltage systems ― Part I: 
Principles, requirements and tests か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で ある。 
JIS C 0920:2003 電気 機械 器具の 外郭に よ る 保護 等級 （IP コ 一 ド） 

備考 IEC 60529:2001， Degrees of protection provided by enclosures (IP code) が， この 規格と 一致して 
いる。 

JIS C 60068-2-6:1999 環境 試験 方法 一 電気 • 電子 一 正弦波 振動 試験 方法 （旧 番号 ： JIS C 0040:1999) 
備考 IEC 60068-2-6:1995, Environmental testing -Part 2: Tests — Test Fc : Vibration (sinusoidal) が， こ 

の 規格と 一致して いる。 

JIS C 60068-2-29:1995 環境 試験 方法 一 電気 • 電子 一 バン プ 試験 方法 （旧 番号 ： JIS C 0042:1995) 
循考 IEC 60068-2-29:1987, Basic environmental testing procedures ― Part 2: Tests ― Test Eb and 
guidance : Bump が, こ の 規格 と 一致 している。 
JISC 61000-4-2:1999 電磁 両立 性 一 第 4 部： 試験 及び 測定 技術 一 第 2 節 ： 静電気 放電 ィ ミ ュニ ティ 試 
験 （旧 番号 ： JIS C 1000-4-2:1999) 
備考 IEC 61000-4-2:1995, Electromagnetic compatibility (EMC) ― Part 4: Testing and measurement 
techniques ― Section 2: Electrostatic discharge immunity test— Basic EMC publication 力ん し の 規格 
と 一— 致して いる。 

JIS C 61000-4-4:1999 電磁 両立 性— 第 4 部 ： 試験 及び 測定 技術 一 第 4 節： 電気 的 ファスト ト ランジェ 
ン ト /バース トイ ミュニ ティ 試験 （旧 番号 ： 丄 IS C 1000-4-4:1999) 
fe 考 IEC 61000-4-4:1995, Electromagnetic compatibility (EMC) ― Part 4: Testing and measurement 
techniques — Section 4: Electrical fast transient/burst immunity test — Basic EMC publication 力 、 ら の 
引用 事項 は， この 規格の 該当 事項と 同等で ある。 
JIS C 61000-6-2:2003 電磁 両立 性 一 第 6 部 ： 共通 規格 一 第 2 節 ： 工業 環境に おける ィ ミ ュニ ティ （旧 
番号 ： JIS C 1000-6-2:2003) 
備考 IEC 61000-6-2:1999, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 6: Generic standards - Section 2: 
Immunity for industrial environments か らの 引用 事項 は， こ の 規格の 該当 事項 と 同等で あ る 。 
JIS C 8201-5-1:1999 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 5 部 ： 制御 回路 機器 及び 開閉 素子 一 第 1 節 ： 電 
気 機械 制御 回路 機器 

fe% IEl 60947-5-1 ： 1 997， Low-voltage switchgear and controlgear— Part 5-1 : Control circuit aevices and 
switching elements ― Electromechanical control circuit devices 力、 らの弓 I 用事 項 は， しの 規格の 該 
当事 項と 同等で ある。 
JISQ 9001:2000 品質 マネ ジメ ン トシス テム 一 要求 事項 

備考 ISO 9001 :2000, Quality management systems -Requirements が, こ の 規格 と 一致 している。 
IEC 60050-191:1990, International Blectrotechnical Vocabulary(IE V) ― Chapter 191: Dependability and quality 
of service 

IEC 60249-2, Base materials for printed circuits — Part 2: Specifications 

TEC 60439-1:1 999, Low-voltage switchgear and controlgear assemblies — Part 1: Type-tested and partially 
type-tested assemblies 

備考 JISC 0704:1995 制御機 器の 絶縁 距離 • 絶縁抵抗 及び 対 電圧 は， IEC 60439-1:1985 他に 対応 
(MOD) している。 

IEC 60445:1999, Basic and safety onnciples for man-machine interlace, marking and identiiication ― 
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Identification of equipment terminals and of terminations of certain designated conductors, including 
general rules for an alphanumeric system 
備考 JIS C 0445:1999 文字 数字の 表記に 関する 一般 則 を 含む 機器の 端子 及び 識別 指定され た電 
線 端末の 識別 法 は， IEC 60445:1988 と 一致して いる 力 5 ， IEC 60445: 1999 と は 異なる。 
IEC 60950 fall parts), Information technology equipment— Safetv 

備考 JIS C 6950:2001 情報技術 機器の 安全性 は， IEC 60950:199 卜 1996 に 対応 （MOD) している 
疆 IEC 60950 は 1999 年に 改正 後 2001 年に 廃止され， IEC 60950-1:2001 が 発行され ている。 
IEC oi000-4-3:2002, Electromagnetic compatibility (EMC)— Part 4-3 : resting ana measurement tecnniques 
— Radiated, radio-frequency, electromagnetic field immunity test 
備考 JIS C 61000-4-3:2004 電磁 両立 性 一 第 4 部： 試験 及び 測定 技術-第 3 節： 放射 無線周波 電磁 
界 イミ ュニ ティ 試験 （旧 番号 ： JIS C 1000-4-3:2004) は， IEC 61000-4-3:1998 に 一致して お I 
■ 61000-4-3:2002 と は 異な る I 
IEC 61000-4-5:2001, Electromagnetic compatibility (EMC) ― Part 4-5 ： Testing ana measurement techniques 
― Surge immunity test 

備考 JIS C 61000-4-5:1999 電磁 両立 性-第 4 部： 試験 及び 測定 技術-第 5 節： サージ イミ ュニテ 
I 試験 （旧 番号 ： JIS C 1000-4-5:1999) は， IEC 61000-4-5:1995 に 対応 (MOD) してお り， 
IEC 61000-4-5:2001 と は 異なる。 
IEC 61000-4-6:2001, Electromagnetic companoihty (EMC) ― Part 4-6: Testing and measurement tecnniques ― 
Immunity to conducted disturbances, induced by radio-frequency fields 
備考 JIS C 61000-4-6: 1 999 電磁 両立 性 一 第 4 部： 試 I 贪及 び 測定 技術 一 第 6 節 ： 無線 周 波電 磁界 に 
よって 誘導され た 伝導 妨害に 対する イミ ュニ ティ （旧 番号： JIS C 1000-4-6:1999) は， IEC 
61000-4-6:1996 に 対応 （MOD) してお り， IEC 61000-4-6:2001 と は 異なる。 
IEC 61508 (all parts), Functional safety of electncal/electronic/programmabie electronic safety-relatea svstems 
備考 JISC0508-1〜7 電気 '電子' プログラマ ブル 電子 安全 関連 系の 機能 安全— 第 1 部から 第 7 部 
は， IEC 61508-1〜7 の CDV 又は FDIS と 一致して いる 力 5 ， IEC 61508 の IS と は 異なる 部分 
が ある。 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， 次に よる。 

3.1 ブラン キング （blanking) ESPE J ふ ミ # 照) の 検出 能力 含せ ,_可 能 か 直_ 径) _ よ り 大きな サイ ズの 

物体が 検出 区域 内に 存在しても， ossd...(i.a?_#M)... を オフ 状態に しないよう な ォプシ ョ ン 機能。 

備考 1. 固定 ブラン キング （fixed blanking) は， ブランク される エリアが 運転 中に 変化し ない。 ブラ 
ンク エリ ァ 以外の 検出 区域の 検出 能力 は 影響され ない。 
2. 浮動 ブラン キング （floating blanking) は， ブランク エリアが 運転 中に 移動す る 物体の 位置に 
追随 し て 動 く。 ブランク エリ ァ 以外の 検出 区域の 検出 能力 は 影響され ない。 
3.2 制御' 監視 装置 （controlling/monitoring device) ESPE の 一部であって， 次の 機能 を もつ もの。 
一 検知 器からの 情報 を 受信' 処理して OSSD に 信号 を 送出す る。 
一 検知器 及び OSSD を 監視す る。 

3.3 検出 能力 （detection capability) ESPE の検知 機能 — _(榜 出 ま を 表す パ ラ メータであって， ESPE 供 
給 者が， その 限界 内で は ESPE が 対象 物 を 検出で き る とする 限界 値。 

参考 物体の 検出 可能な 最小 サイズ は， . ESPE の 検出 機能 パラメータの 一つで ある。 
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3.4 検出 区域 （detection zone) ESPE 力、 規定の 試験 片を 検出す る 区域。 

参- 考- …き 室せ A_ 俊輕 辻き-後! せ- t を し 吼 に 募 鬼で. あ-を。— 1 

^る-; 1 き，—— 謹^ ：玄甩 ヒ:^ M 霸: tAQ:^ …； 9 丄ぅぶ 定義す-も- 

3.5 電気 的検知 保護 設備 （ESPE: electro-sensitive protective equipment) 保護 ト リ ッ プ 又は 存在 検 知の 

ために， 協調して 作動す る 機器' 部品の アセンブリであって， 少なく も 次の 構成 品 を もつ もの （この 規格で 
は， 略号 "ESPE" を 用いる。）。 
一 検知器 

制御 • 監視 装置 
- OSSD (3.19 参照） 

備考 ESPE と共に 用いる 安全 関連 制御システム， 又は ESPE 自体 力、 上記 構成 品の 他に， SSD..(_H4 

mm, ミュー ティング 機能 Jn《 き 照）， spM__ay_ ま など を 含む ことがある （附属 書 a 

参照)。 

参考 丄. ―… ^.9/1^：^.. ESPE.f.f.^ 7lL*?.!?.^ 
き 星 室 ヒ^-。… 

タ丄 -ズ^ g さ?^ き-ま-す— しきせ， -" タ丄ズ N-P E さ P_E" — ぶ-表記す —6 ? _— 
3.6 外部 機器 モニタ （EDM: external device monitoring) ESPE 力、 外部の 制御機 器の 状態 を 監視す る 手 

段 （この 規格で は， 略号 "EDM" を 用いる。）。 

3.7 故障 （failure) 要求され る 機能 を 遂行す る 能力 力 5 ， アイテムに なくなる こと （IEC 60050-191-04-01 

による。）。 

備考 1. 故障 後， その アイテム は 障害 を もつ ことになる。 

2. "故障" は 事象であって， 状態 を 意味す る "障害" と 区別され る。 

3. ここに 定義す る 概念 は， ソフ トウ ヱァ だけで 構成され る 機能に は 適用し ない。 

4. 実際に は， 障害と 故障 は， しばしば 同じ 意味で 用いる。 

参考-ぶ 厘 厘 際纖 故 ま… ぉゅ_ を 障 レ^: はェ ヒ^？^ --嚀 1^^! 隍 き葡 
み-替え^^-着 .レ ま-え-な- ヒ 

3.8 危険 側 故障 （failure to danger) すべての OSSD 力、 オフ 状態に なるべき 条件 下， 又は オフ 状態に と 

どまるべき 条件 下で， そうなら ない， 又はそう なること が 遅れる 故障。 

参考… Q ささ P …おす- ス せ- 變丄 こ-な^- 1 き-き-性-， び. す-ス^き 4し こ-— しど- til き条 

..(.4:2,2.#M)o.. 

二—^— 出 P 力 9 ま 朱 
二 …せ 構 遮^き ぇ_る_疮 答 避 き 
二… Q さ s— P- え 9- も- 故障 …(す- ス丕態 )— 
二.— J き 害搀出 9 吿 1 

3.9 障害 （不具合） （fault) 予防 保全 若し く は 計画的 行動， 又は 外部 資源の 不足に よ り 機能 を 実行で きな 
い 状態 を 除き， アイテム 力、 要求され る 機能 を 実行で きない 状態 （IEC 60050-191-05- 01 による。）。 

備考 1. 障害 は， しばしば アイテム 自体の 故障の 結果で ある 力 《， 事前の 故障がなくても 存在す る こと 
が ある。 

2. Fault の 各国 語 訳 は， 必ずしも 上の 定義に そぐ わない ことがある。 ドイツ語， フランス語の 正 
式 訳語 も 上の 定義に そ ぐわない こ とが 指摘され ている。 
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h3_o__ 

3.10 最終 開閉器 （FSD: final switching device) 機械の 安全 関連 制御システムの 構成要素であって， OSSD 
が オフ 状態に なった とき， MPCE.. な, 参. 照).. の 回路 を 遮断す る もの （この 規格で は， 略号" FSD" を 用 

いる。）。 

3.11 複雑な 集積回路 又は プログラマ ブル 集積回路 (integrated circuit -complex or programmable) 次の 

基準の 一つ 以上に 該当する モ ノリ シック 回路， ハイブリッド 回路， 又は モジュール 回路。 

a) 1 000 ゲート 以上の ディ ジ タル 回路 を 用いて いる。 

b) 機能が 異なり， 外部に 接続 可能な 電気 的 端子が 24 以上 ある。 

c) 機能 を プログラム する ことができる。 

備考 1. ASIC, ROM, PROM, EPROM, PAL, CPU, PLA 及び PLD はこの 例で ある。 

2. この 集積回路に は， アナログ， ディジタル 又は その 組合せで 作動す る ものが ある。 
3.12 単純 集積回路 （integrated circuit -simple) 3.11 の 基準に 該当 し ない モノ リ シ ッ ク 回路， ハイ ブリ ッ 
ド叵 I 路， 又は モジュール 回路。 

備考 1. SSI 又は MSI の ロジック IC， 及び コンパレータ は， この 例で ある。 

2. この 集積回路に は， アナログ， ディジタル 又は その 組合せで 作動す る ものが ある。 
3.13 ロックアウト 状態 （lock-out condition) 障害に より ESPE が 正常 運転で きない 状態。 この 状態で は， 
ロックアウト 信号に よって， すべての OSSD, 及びす ベての SSD (装備す る 場合） が オフ 状態になる。 
3.14 機械の 主 制御 要素 （MPCE: machine primary control element) 機械の 定常 運転 を 電気 的に 直接 制御 
する 要素であって， 機械 を 起動 • 停止 する と き， 時間 的に 最後に 作動す る 要素 （この 規格で は， 略号" MPCE" 
を 用いる。）。 

備考 MPCE の 例と して は， 電源 コンタ クタ， 電磁 クラッチ， 電磁 弁な どが ある。 
3.15 機械の 副 制御 要素 （MSCE: machine secondary control element) MPCE から 独立した 制御 要素で あ 
つて， 関連す る 危険 源の 主 可動 部分の 動力源 を 遮断で きる もの （この 規格で は， 略号" MSCE" を 用いる。）。 

備考 1. MSCE は， 通常， SSD によって 制御され る。 

2. MSCE の 例と して は， 電源 コンタ クタ， 電磁 クラッチ， 電磁 弁な どが ある。 
3.16 ミュー ティング （muting) 制御システムの 安全 関連 部に よる 安全 機能 を， 一時的に 自動 保留す る こ 
と。 

備考 ESPE の ミュー ティングに ついては， 附属 書 A の A.7 を 参照。 
3.17 オフ 状態 （OFF-state) 出力 回路に 電流 カタ 荒れない 状態。 
3.18 オン 状態 （ON-state) 出力 回路に 電流が 流れる 状態。 

3.19 出力 信号 開閉器 （OSSD: output signal switching device) 機械の 制御システムに 接続す る ESPE 構成 
品であって， 機械の 定常 運転 中， 検知 器の 作動 （検出） に 伴い オフ 状態になる もの （この 規格で は， 略号 
"OSSD" を 用いる。）。 

参考— Q_s_ ゆせ，. -換 ^器せ 作動-によ- it フ丄こ 立 ゑ 倫 J ぼ 

—な Hf— に_も— — すヌ- に-な —る—?—— 

3.20 総合 システム 停止 性能 （overall system stopping performance) ESPE の 応答 時間と， ESPE 力; 応答し 
てから 機械が 危険な 動き を 停止す る ま での 時間の 総和 か ら なる 時間 間隔。 

3.21 応答 時間 （response time) 検知器 を 作動させる 事象が 発生して から， OSSD が オフ 状態になる まで 
に 要する 最大 時間。 ' 
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3.22 再起動 インター ロック （restart interlock) 機械の 危険な 運転 行程 中に 検知 器が 作動した 以後， 機械 
の 運転 モー ドを 変更した 以後， 及び 機械の 起動 制御 手段 を 変更した 以後に， 機械が 自動的に 再起動す る こ 
と を 防止す る 手段。 

備考 運転 モードに は， 寸動， ワン ストローク （一行 程）， 自動な どの モードが ある。 起動 手段に はフ 
ッ トス イッチ， 両手 操作 制御， ESPE 検知 器の シングル ブレーク 又は ダブル ブレーク などが あ 

る。 

3.23 制御システムの 安全 関連 部 （safety-related part of control system) 入力信号に 応答して 安全 関連 出 
力 信号 を 発生させる 制御システムの 部分 又 は 附属 部分。 
備考 1. これに は 監視 系 も 含む。 

2. 制御システムの 安全 関連 部の 範囲 は， 安全 関連 信号が 発生す る 所から， 動力 制御 要素の 出力 

部までで ある。 （JISB9700-1, 附属 書 A を 参照。） 

3.24 副 開閉器 (SSD: secondary switching device) ESPE が 口 ック アウト 状態の と き に オフ 状態になる 機 

器。 機械の 安全 制御 を 適切に 行うた めに 用いる ことがある。 例えば， MSCE の 駆動 源 を 遮断す るた めに 用 

いる （この 規格で は， 略号 "SSD" を 用いる。）。 

参- 考 …-お P」 ま-， さ 西- え T- ク 上せえ 態 や —しきせ^ 然まに ォ-? —に-力 4 

ォヌ」 にな こ-ぶせ 11 き _扛1 ヒな レニ。——— 
3.25 検知器 （sensing device) 検出すべき 事象 又は 状態 を， 電気 的 センサで 判別す る， ESPE の 部分。 

備考 例えば， 光電 検知器 は， 検出 区域に 侵入す る 不透明 物体 を 検出す る。 
3.26 起動 インター ロック （start interlock) ESPE の 電源 を オンした とき， 及び 停電 後に 復電 したと き， 

機械が 自動的に 起動す る こと を 防止す る 手段。 

3.27 停止 性能 モニタ （SPM: stopping performance monitor) 総合 システム 停止 性能が， 設定 値 以内に あ 
るか どうか を 監視す る 手段 （この 規格で は， 略号 "SPM" を 用いる。）。 

3.28 供給者 （supplier) 保護 設備 又は 機械に 関する 役務 を 提供す る 者 （例えば， 製造業 者， 契約者， 据付 
者， イン テグ レー 夕）。 

備考 使用者 自ら 供給者になる ことがある。 

参考 この 規格の 理解の ために， 原 国際規格 では 定義され ていない 幾つかの 用語の 意味 を 次に 示す。 
3.29 定常 運転 （normal operation) ESPE 又は 機械の 点検' 修理の ための 運転で はなく， 実際に 機械の 稼働 
中に 危険 源から 人 を 保護す るよ う に， ESPE が 安全 機能 を 発揮す るよ う な ESPE の 運転。 
3.30 正常 運転 （normal operation) ESPE に 要求され るすべ ての 機能が 正し く 作動す る ESPE の 運転 （試 

験 中の 運転 を 含む。）。 

3.31 (検知 器の) 作動 [actuation (of sensing device)] 検知 器が， 対称 物 を 検出し， OSSD を オフに する 
信号 を 送出す る こと。 

3.32 検証 （verification) 客観的 証拠 を 提示す る ことによって， 規定 要求 事項が 満たされ ている こと を 確 
認 する こと （JISQ 9000 の 3.8.4 による。）。 

3.33 妥当性 確認 （validation) 客観的 証拠 を 提示す る ことによって， 特定の 意図され た 用途 又は 適用に 関 
す る 要求 事項が 満た されて いる こと を 確認す る こと （JIS Q 9000 の 3.8.5 による。）。 

4. 機能， 設計 及び 環境に 対する 要求 事項 
4.1 機能 要求 事項 

4.1.1 定常 運転 ESPE は， 定常 運転 中， 検出 能力 （JISB 9704 の 他の 部で 規定す る 検出 可能な 最小 サイ 
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ズ） 以上の 大きさ を もつ 人体の 一部が 検出 区域 内に 侵入 又は 存在す る と き， これに 応答して 規定の 出力 信 

号 を 送出し なければ ならない。 

ESPE の 応答 時間 は， 供給者が 指定す る 値 を 超えて はならない。 ESPE の 応答 時間 は， かぎ （鍵） ， パス 
ワード， 又は 特別な 工具 を 用いなければ 変更で きない ものと する。 

4.1.2 検知 機能 検出 能力 は， 供給者が 指定す る 検出 区域の 全域で 有効で なければ ならない。 検出 区域， 
検出 能力 及び ブラン キング 機能 （モニタ 付き 又は モニタな し） は， かぎ （鍵)， パスワード 又は 特別な 工具 
を 用いな ければ 変更で きない ものと する。 

4.1.3 ESPE の タイプ 別 この 規格で は， 3 種の タイ プの ESPE に対して 要求 事項 を 規定す る 。タイプ は， 
ESPE 内に 障害が 発生した ときの 作動 性能， 及び 環境 条件の 影響 下にお ける 作動 性能の 違いに よって 区分 
する。 この 規格で は， 電気 的 障害と 電気-機械的 （electromechanical) 障害 （附属 書 B に 示す。） との 影 ^ 
を 考慮す る。 特定の 検出 技術 を 用いる ESPE の 障害に 関する 追加 要求 事項 は， JIS B 9704 の 他の 部で 規定 

する。 機械の 個々 の 用途に 対して どの タイプの ESPE が 必要で あるか は， その 機械の 製造業 者 又は 使用者 
が 決定す る。 

備考 タイプ 1 の ESPE に対する 要求 事項 は， 現時点で は 規定し ない。 
タイプ 2 の ESPE は， 4.2.2.3 の 障害 検出 要求 事項に 適合し なければ ならない。 

タイプ 2 の ESPE は， 定常 運転に おいて， 検知 機能が 作動した と き 又は ESPE の 電源が 断 たれた と き （い 
ずれの 場合 も）， 少なく も 1 個の OSSD の 出力 回路が オフ 状態に ならなければ ならない。 

OSSD き-上 通 L かおお- tf_\ ヒ ES_PE は， 1 fit (J) OSSD jC/jJ] _^X± 十 < . も . —I— _僵 <D_ S SD -き i 2 ぶ- ^P. 

M- さ-き- -れ エレ 上る-… (4,-2_--?,?-# 照-し… 
タイ プ 2 の ESPE は， 周期 テス トの 手段 を もたなければ ならない。 
タイ プ 3 の ESPE は， 4.2.2.4 の 障害 検出 要求 事項に 適合し なければ ならない。 
タイプ 4 の ESPE は， 4.2.2.5 の 障害 検出 要求 事項に 適合し なければ ならない。 

タイプ 3 及び タイ プ 4 の ESPE は， 定常 運転に おいて， 検知 機能が 作動した と き 又は ESPE の 電源が 断 
たれた とき （いずれの 場合 も）， 少なく とも 2 個の OSSD 出力 回路が オフ 状態に ならなければ ならない。 

ヒ §i ま. な，.」 —優お よ. 9— —Q お を-も.？— こ-上-き- ば: ない 

4.2 設計 要求 事項 

4.2.1 電源 ESPE は， 次に 規定す る 電源 条件で 正しく 作動し なければ ならない。 ただし， 使用者が 別に 
指定す る 場合 は この 限り でない。 

a) 交流 電源 

電圧 公称 電圧の 0.85〜1.1 倍 

周波数 公称 周波数の 0.99〜 1 .01 倍 （連続） 

公称 周波数の 0.98〜1.02 倍 （短時間） 
高調 波 第 2 高調 波 か ら 第 5 高調 波までの 合計が 充電 導体 間の 総 実効 値の 10% 以下 

第 6 高調 波から 第 30 高調 波までの 合計が 充電 導体 間の 総 実効 値の 2% 以下 

b) 直流 電源 
電池 電源 
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電圧 公称 電圧の 0.85〜1.15 倍 

電池 駆動 車両の 電池 電源 を 用いる 場合 は， 公称 電圧の 0.7 〜し 2 倍 

c) コンバータ 電源 

電圧 公称 電圧の 0.9〜1.1 倍 

リ ッ プル 公称 電圧の 5% 以下 （peak to peak) 

感電 保護に 対して は， 4.2.3.2 を 参照。 

備考 ESPE の 作動 を 電気 的 干渉から 保護す るた め， ESPE の 電源 は， IEC 61000-6-2 の 要求 事項 を満 
たす こ とが 望ましい。 
4.2.2 障害 検出に 関する 要求 事項 

4.2.2.1 一般 事項 ESPE は， 附属 書 B に 規定す る 部品 障害に 対して， 4.2.2.3〜4.2.2.5 に 規定す るよう に 

反応し なければ ならない。 

ESPE は， ロックアウト 状態の 原因と なった 障害が まだ 存在す る 間 は， 主 電源が 停電 後に 復電 したと き 
ロック ァゥ ト 状態から リセ ッ ト できて はならない。 

ESPE は， 電源 オン 時， ESPE 内に 障害がない こと を 確認す る テス ト を 0SSD が オン 状態になる 前に 実行 
しなければ ならない。 

参考 1. 次の 4.2.2.3〜4.2.2.5 は， ESPE に 障害が 発生した と き ESPE 力 《どのよう に 反応し 作動し なけれ 
ばなら ないか を， ESPE の タイプ 別に 規定して いる。 タイ プ 別の 障害 反応 条件 は， JIS B 9705-1 
(ISO 13849-1) に 規定す る カテゴリ 別の 障害 反応 条件 に似てい る 力、 同じで はない。 
障害が N 個 累積しても 装置が 安全 機能 を 失わず， N+1 個の障害が累積したとき， 装置が 
安全 機能 を 失う とき， この 装置の フォールトトレランス （障害 許容 数） は N であると いう。 
ここでい う フォールト トレランスの 意味 は， 障害 条件 下で も 安全装置が 正常 運転 を 続ける と 
いう 意味で はない。 障害に より 安全装置が 運転 を 停止しても， 運転 停止 前に 機械 を 安全な 状 
態に 移行す る 制御 を 実行で きる 場合 は フォールト トレランス を もっとみ なす。 すなわち， 
ESPE が 障害 を 検出して ロックアウト 状態になる と き， 機械の 定常 運転 は 不能と なる が， ESPE 
の 安全 機能 は 保 たれて いると みなす。 

こ の 規格で 規定す る タイ プ 及び JIS B 9705-1 が 規定す る カテゴリの フォールトトレランス 
は 次のと おりで ある。 タイプ 3 及び タイプ 4 の フォールトトレランス は， カテゴリ 3 及び 力 
チゴリ 4 と は 異なる。 



この 規格が 規定す る 
フォール 卜 トレランス 


JIS B 9705-1 が 規定す る 

フォール ト トレランス 


タイプ 


フォール ト ト レ ランス 


力 テ ゴ リ 


フォール ト トレランス 


1 









2 





2 





3 


2 


3 




4 


3 以上 （4 以上の 検証が 必要で 
あるか どうか は， 障害 発生 確 
率， 障害の 独立性な どに よ 
る。） 


4 


2 以上 （3 以上の 検証が 必要で あ る 
かどう か は， 障害の 発生 確率， 用 
いる 技術， アーキテクチャ， 用途 
などに よる。） 



この 規格 は， ESPE の フォールトトレランスに ついては 要求して いる 力 5 ， 障害 発生 確率の 高 
低に ついては 要求して いない。 タイプ 4 の ESPE の 方が タイプ 2 の ESPE よ り 故障 率が 低い 
と は 限らない。 タイプ 2 の ESPE は， どんなに 故障 率が 低くても， 万一 故障した とき は 安全 
機能 を 失う 可能性が ある。 タイプ 4 の ESPE は 故障す る こと はあって も， 故障に より 安全 機 
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能 を 失わない という こ とで ある。 
3. タイプの 分類に は， フォールトトレランスの 他に， EMC の 要求 （4.3 参照） 及び OSSD の 数 
の 要求 （4.1.3 参照） も 考慮され ている。 
4.2.2.2 タイプ 1 の ESPE への 要求 事項 タイプ 1 の ESPE に 対す る 要求 事項 は， 現時点で は 規定 しない。 
4.2.2.3 タイプ 2 の ESPE への 要求 事項 タイプ 2 の ESPE は， 危険 側 故障 （例えば， 検出 能力の 喪失， 
応答 時間が 仕様 値 を 超過。） を 検出す る 周期 テス 卜の 手段 を もたなければ ならない。 

タイプ 2 の ESPE は， 検出 能力 を 喪失す る， 応答 時間が 仕様 値 を 超える， 又は 1 個 若しくは 2 個 以上の 
OSSD が オフ 不能になる ような 単一 障害が 生じた とき は， 次の 周期 テス ト 時に ロック ァゥ ト 状態に ならな 
ければ ならない。 

周期 テスト を 外部 （例えば， 機械） の 安全 関連 制御システム によって 起動す る 場合 は， ESPE に 適切な 
入力 部 （例えば， 端子） を 設けなければ ならない。 

周期 テス 卜の 持続 時間 は， 意図す る 安全 機能 を 損なわない 長さと しなければ ならない。 

備考 タイ プ 2 の ESPE をト リツ プ 装置 （例えば， 周辺 防護 用） と して 使う 場合， テス ト 時間が 150 ms 
より 長ければ， 人力 《検出され ない まま 検出 区域 を 通過す る ことが 可能で ある。 ESPE をト リツ 
プ 装置 として 使う 場合 は， 再起動 ィ ン ター ロック を 含める ことが 望ましい。 
参考—. - 入り-移動 連-度-き ス A— —，.J ぼ え— ろ 上 3ffl. (—き 答-き 閲. を-金^ J— き」 5_0— お^ 

1こ_厶 が榜- 出-きれ-す 1 擒鬼 区渔 6f こ— ヌ JJ1 進お； え-が 可能-で-あ ゑ^^ 

周期 テス トが 自動的に 開始され る ものである 場合 は， 周期 テストが 正しく 行われて いる こと を 監視し な 
ければ ならない。 また， 監視 機能 を 実行す る 部分の 単一 障害 を 検出で きなければ ならない。 周期 テスト 機 
能 及び 監視 機能の 障害 時には， OSSD が オフ 状態に な ら なければ な ら ない。 

タイプ 2 の ESPE は， 1 個 又は 2 個 以上の OSSD が オフ 不能に なった 場合 は， ロック ァゥ ト 状態に 移行 
しなければ ならない。 

OSSD を 一^ 5 しかもたない ESPE は， 少なく とも 一^ 5 の SSD を もたなければ ならない。 
4.2.2.4 タイプ 3 の ESPE への 要求 事項 タイプ 3 の ESPE は， 検出 能力 を 喪失す る， 応答 時間が 仕様 値 

を 超える， 又は 1 個 若しくは 2 個 以上の OSSD がォ フ 不能 になる よう な 単一 障害が 発生 したと き， JIS B 9704 

の 関連す る 部で 規定す る 時間 内に ロック ァゥ ト 状態になる 力、， 又は 次の ィ ベン ト 時に 直ちに ロック ァゥ ト 
状態 に な ら な ければ な ら ない。 

一 検知 機能が 作動 したと き J 鹿 出ぎ _t 物 _ き赞 {:ぉ L. な _しき丄_ 

一 起動 又は 再起動 インター ロックが ある 場合に は， これ を リセットした とき （附属 書 A の A.5 及び A.6 

を 参照） 

タイプ 3 の ESPE は， それ 自体 は 危険 側 故障 を 起こさない 単一 障害 を 検出 で き な レ v 場合 は， これに 続 く 
もう 一つの 障害の 発生に よって 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 この 要求 事項の 検証に ついては 5.3.4 
を 参照。 

4.2.2.5 タイプ 4 の ESPE への 要求 事項 タイプ 4 の ESPE は， 検出 能力の 喪失に つながる 単一 障害が 発 
生した とき は， 応答 時間 以内に ロック ァゥ ト 状態に ならなければ ならない。 

タイプ 4 の ESPE は， 応答 時間が 仕様 値 を 超える， 又は 1 個 若しく は 2 個 以上の OSSD が オフ 不能に な 
るよう な 単一 障害が 発生した と き， 応答 時間 内に 直ち に ロックアウト 状態になる 力、， 又は 次の ィ ベン ト 時 
に 直ちに ロック ァゥ ト 状態に ならなければ ならない。 

一 検知 璣 纏が 作動 したと き 出 物 _き_德— な. 匕き丄_ 

- 起動 又は 再起動 インター ロックが ある 場合に は， これ を リセットした とき （附属 書 A の A.5 及び A.6 
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を 参照） 

タイ プ 4 の ESPE は， それ 自体 は 危険 側 故障 を 起こさない 単一 障害 を 検出で きない 場合 は， 続いて 複数 
の 障害が 発生 しても 危険 側 故障 を 起 こして はならない。 こ の 要求 事項の 検証 について は 5.3.5 を 参照。 
備考 1. タイプ 4 の ESPE の 設計 法に は 次の も のが あ る 。 

一 ダイナミック 障害 検出 方式 を 用いる シングル チヤ ネ ル 技法 

- 障害 検出の チェ ック 間隔が ESPE の 応答 時間よ り 短い 自動 チェック を 内蔵す る シングル 
チャネル 技法 

一 チャネル 間が 不一致の とき ロック ァゥ ト 状態 を 発生させる 複数 チャネル 技法 
2. 複雑な 集積回路 又は プログラマ ブル 集積回路 に対する 追加 要求 事項 は， 4.2.10 を 参照。 
参考 要求 蔓 1 夏 (あ… 基本 _昀_ にあ. J1 害-が 何 直蓄. 穩 ザ I り 危険 趣 ま 

…ただ t、_- 各遵 害-が 1 レリ-こ も ふ-ど 組 まで^- ff_ 室せ 糧麼で 患 ま- t§ 適 

4.2.3 ESPE の 電気 用品 

4.2.3.1 一般 事項 ESPE の 電気 用品 （構成 品） は， 
一 適切な mXllIEC 規格が あれば， それに 適合し， 
一 意図した 用途に 適する もの を 用い， 
一 規定の 定格 内で 作動 させなければ ならない。 

4.2.3.2 感電 保護 ESPE に は， JISB9960-1 の 6.1 に 適合す る 感電 保護 を 備えなければ ならない。 
4.2.3.3 電気 用品の 保護 ESPE に は， JIS B 9960-1 の 7.2.1， 7.2.3 及び 7.2.7〜7.2.9 に 適合す る 過 電流 保護 

を 備えなければ ならない。 

備考 OSSD 出力に 接続す る 回路に 用いる ヒューズの 最大 定格 値， 及び 過 電流 保護 機器の 設定 値に つ 
いて， 供給者 は 使用者に 情報 を 提供す る こ とが 望ま しい。 
4.2.3.4 環境 汚損 度 ESPE の 電気 用品 は， 汚損 度 2 の 環境に 適応し なければ ならない （IEC 60439-1 の 
6.1.2.3 を 参照。）。 

4.2.3.5 空間 距離， 沿 面 距離 及び 分離 距離 ESPE の 電気 用品 は， IEC 60439-1 の 7 丄 2 に 適合す るよう に 

設計， 製造し なければ ならない。 

4.2.3.6 配線 ESPE の 電気 用品 は， IEC 60439-1 の 7.8.3 に 適合す るよう に 配線し なければ ならない。 

4.2.4 OSSD (出力 信号 開閉器） 

4.2.4.1 一般 事項 各 OSSD は， それぞれ 独立に 出力端子 を 備えなければ ならない。 
OSSD は， その 負荷に アーク 防止 機器 を 必要と しない 定格 を もつ こ とが 望まし レ乜 

備考 信頼性 を 上げる ために， 開閉 サージ 抑圧 機器 を 取り付け， これ を 接点に ではなく 負荷に 並列に 
接続す る こと を 強く 推奨す る。 
OSSD の 出力 回路 は， 例えば， 過 電流に よる 接点 溶 着な どの 危険 側 故障 を 防ぐ 適切な 保護 をし なければ 
ならない (JISB 9960-1 の 7.2.9 を 参照。 ） I 
共通 原因 故障 を 最小に する 対策 を とる ことが 望ましい。 

ESPE は， 機械の 安全 関連 制御システム 機能の 一部 を受 持つ ことができる。 例えば， 場合により OSSD 
が FSD の 機能 を 果た しても ょレ八 

タイ プ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 少な く も 2 個の 独立に 作動す る OSSD を 備えなければ ならない。 
4.2.4.2 リレー 式 OSSD リレー 式 OSSD を 用いる とき は， 接点の 状態 （位置） を 監視し なければ ならな 
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機械的に 連動す る 強制 ガイ ド 接点 を 用いる 場合 は， 補助 接点 を 監視す る こ と により 実質的に 主 接点 を監 
視 できる （備考 1. 参照)。 

メ ィ ク 接点 と ブレーク 接点が 同時に 閉路 状態に な ら ないよう， 設計 及び 構成 上の 特別の 注意 を し な けれ 

ばなら ない。 ' 

備考 1. 主 接点と 監視 用 接点 を 機械的に 連動させる と， 監視 用 接点が OSSD 接点の 状態 変化に 確実に 
従う ようにで きる。 

2. リ レーの 全 寿命 期間 を 通じて， リ レーの 保持 電圧と 接点 間げ き （隙） が, 適切に 保 たれる こ と 

が 重要で ある。 

4.2.4.3 ソリ ッ ドス テート 式 OSSD ソ リ ッ ドス テート 式 OSSD の 出力 回路 は， 電流 流出 タイ プ， 電流 流 

入 タイプの どちらで もよ い。 電流 流出 タイプ を 用いる 場合 は， 次の 要求 事項 を 満た さ な ければ な ら ない。 
備考 1. 電流 流入 タイプの OSSD を 用いる こと も あると 考えられる 力、 この 規格で は 電流 流入 タイプ 
に対する 要求 事項 は 規定し ない。 電流 流入 タイプ を 用いる 場合 は 特別な 注意が 必要で ある。 
(電流 流入 タイ プを 用いる 場合 は， OSSD 出力 回路が 基準 電位に 短絡す ると 機械の FSD に 対 
し て OSSD がォ ン 状態 にある ことと 同じ 結果 を もたらし， ESPE により 機械 を 停止で きない。） 

JIS B 9960-1 の 9.1.4 の 規定 も 考慮す る ことが 望ましい。 
参考 備考 1. は， 正 極性の 電源 を 用いる 場合 を 想定して いる。 



定格 電源 電圧 + 24 V で 用いる 場合， オン 状態， オフ 状態に 対する 出力 電圧' 電流 値 は 下表の 
とおりと する ことが 望ましい。 



定格 電源 電圧 


オフ 状態 
出力 範囲 


オン 状態 
出力 範囲 


オフ 状態 

最大 リーク 電流 


オン 状態 
出力 電流 


十 24 Vdc 


一 3 V 〜十 2 V r.m.s. 
( + 5V ピーク） 


+11 V 〜十 30V 


<2mA 


>6mA 



3. 定格 電源 電圧 + 24 V を 用いる 場合， 上表の 値 は， JISB 3502, プログラマ ブル コントローラ 
一 装置への 要求 事項 及び 試験 （5.2 参照） を 満たして いる。 他の 電源 電圧 を 用いる 場合 は， こ 
の 規格 は ガイ ド となる。 更に 詳細な 情報に ついては JISB3502 を 参照 するとよ い。 
OSSD の 出力 回路 は， 過 電圧， 過 電流， 及び 短絡から 保護し なければ ならない。 

OSSD の 最大 リーク 電流 は， 障害 （例えば， 回路 オープン） の 場合 を 含め， 2mA を 超えて はならない。 
2 個 以上の OSSD を 用いる 場合， OSSD 出力 間の 短絡 は 検出 し な ければ な ら ない。 
ESPE の 供給者 は， ESPE の 附属 文書に 次の 情報 を 含めなければ ならない。 

一 ォ ン 状態 に おける， 抵抗 負荷 と 誘導 負荷に 対す る 定格 出力 電流 及び 最大 出力 電流 

一 オフ 状態の 最大 電圧 

一 オフ 状態に おける 最大 出力 電流 （リーク 電流） 

一 許容で きる 最大の 容量 性 負荷 容量 

- OSSD と 負荷 を 結ぶ 回路の 許容 最大 抵抗 

4.2.4.4 データ通信 インタフェース データ通信 ィ ン タフ ヱース と して 用いる 出力 回路に 対する 要求 事 

項 は 準備中で ある。 

4.2.5 表示灯 及び ディスプレイ ESPE は， 次の 要件 を 満たす 表示 機器 を 備えなければ ならない。 

a) 検知 器が 作動 中で ある こ と を 表示す る もの ： 検知 器が 作動して からこの 表示 器の 輝度が 50 % に 達す 

るまでの 時間， 及び 検知 器の 作動 終了から この 表示 器の 輝度が 50 % に 減衰す るまでの 時間 は， いず 

れも 100ms を 超えて はならない。 



著作 栴法 により 無断での ft お, ぉ«ォ は 禁止され ております。 
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b) OSSD の 出力 状態 を 表示す る もの： オン 状態 は 緑の 表示 器で， オフ 状態 は 赤の 表示 器で 示さなければ 
ならない。 2 個 以上の OSSD を 連携して 用いる 場合 は， 一組の 表示 器 を 共用しても よい。 
同色の 表示 器が 2 個 以上 ある 場合 は， それらの 機能が 混同され ないよう に マーキングし なければ ならな 
レ、 

備考 運転 モードに よって は， 同じ 表示 器 セット を 上記の a) 及び b) に 共用しても よい。 
表示 器 は， 機械 オペレータ のために 設ける ものであるから， 検出 区域の 近くに 取 付け 可能で， 取り付け 
た 状態で オペレータから よく 見えなければ ならない。 表示 器 は， 検知 器に 統合しても よいし， 検出 区域の 
近くに 別に 取り付けても よい。 

4.2.6 調整 手段 すべての 調整 手段 は， その 調整 範囲の どの 点に 設定しても， 危険 側 故障 を 発生し 得ない 
よ う に 設計し なければ ならない。 

4.2.7 サブシステムの 切り離し サブシステム， サブシステムの 部分， 及び プラグ イン ュニッ トを 切り離 

す 手段が ある 場合 は， それ を 切り離した とき， 少なくも 1 個の OSSD が 4.2.2 に 規定す る オフ 状態に なら 
なければ ならない。 

4.2.8 非 電気 的 構成 品 非 電気 的 構成 品 は， 使用 目的に 適した もので なければ ならない。 

4.2.9 共通 原因 故障 ESPE の 設計 は， 次の ことから 生じる 共通 原因 故障に より， ESPE が 危険 側に 故障 

する 可能性 を 最小に する よう に 行う ことが 望ま しい。 
一 環境の 影響 

一 一つの 基材 を 複数 チ ャ ネル システムに 共用す る こと 
一 複数 チャネル システムの チャネル 間 短絡 

備考 1. 共通 原因 故障 は， 取扱 不良， 製造 不良な どの 原因で 劣化した 構成 品 を 使用した 場合に も 生じ 

る。 

2. 共通 原因 故障 は， 単一 故障と して 扱う。 
複数 チャネル システム では， 一つの 半導体 基材 上に ある 構成 品 を 二つ 以上の チャネルで 用いて はなら な 
レ、 

4.2.10 プログラマ ブル 集積回路 又は 複雑な 集積回路 タイプ 4 の ESPE に プロ グラマ ブル 集積回路 又は 複 
雑な 集積回路 を 使用す る 場合 は， 少な く も 二つの 独立 し た 制御' 監視 チ ャ ネルに よつ て 安全 関連性 能 を 保持 
しなければ ならない。 この 要求 事項 は， 5.5 に 従って 検証し なければ ならない。 
4.2.11 ソフトウェア， プログラミング， 集積回路 機能 設計 

4.2.11.1 一般 事項 次の いずれ かの 手段に よって ESPE に 安全 関連性 能 を 組み込む 場合 は， 4.2.11.2 の 要求 

事項 を 追加 適用 し な ければ な ら ない。 

a) ESPE の 運転 中に 実行す るソフ トウ エア プログラム 

b) ESPE の 製造業 者が 機能 設定す る プロ グラム の 書込み 用デ バイ ス。 例えば， PAL, PLA, PLD, 及び PROM 

c) 特定 使用者の 機能 仕様に 従って 製造す る デバイス。 例えば， ASIC, マスク プログラム 形 マイクロ プロ 
セ ッサ， ROM 

これら の 要求 事項に 対する 適合 性 は， 5.5 に 従って 検証 し な ければ な ら ない。 
4.2.11.2 要求 事項 

a) ソフト ゥ ヱァ， デバイス プログラム， 及び デバイス 機能 は， IEC 61508 に 従って 開発 '設計しなければ 

ならない。 

b) 安全 関連性 能の 要求 レベル を 達成した こと を 証明す るた め， 品質 マネジメント システムの 手順に 従つ 
て 証拠 となる 文書 を 用意し な ければ ならない。 



著作権法 (こ よ り 無断での 複製， $i« 等は禁 I 卜-され てお り ま す。 
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c) 開発の 各 段階 を 明確に 定め， 力つ， 各 段階の 達成 基準 を 規定した 品質 計画 文書 を 作成し なければ なら 
ない。 開発 段階の 例と して は， 要求 仕様 作成， 設計 仕様 作成， 検証， 及び 妥当性 確認の 各 段階が ある。 

d) 開発 を 開始す る 前に， 危険 源と 故障 モード を 識別し， 安全 要求 仕様の 中の ESPE の 安全 関連 機能 を 明 
確に する ために， ESPE の 概念 設計 を 分析し なければ ならない。 次に， ESPE の 安全 関連 機能の 一部 又 
は 全部 を 4.2.11 に 規定す る 手段に 割り付け， 各 要素に 必要な 安全 関連性 能 を 決定す る。 必要な 安全 関 
連 性能 を 達成す るた め， 仕様 決定， 設計， 製造， 及び 保全の 各 段階に 適した 工学 技術 を 採用し なけれ 
ばなら ない。 

e) 4.2.11.1 の 各項に 関連す る ソフトウェア， プログラム 設計， 及び 機能 設計に 対する 要求 事項に は， あい 

まい さ と 不足が あって はならない。 各 要求 仕様 は， 要求され た 安全 関連 機能が 適切に 組み込まれ たこ 
と を 確認す るた めに， 評価 者 又は 検証 者 （すなわち， 設計者 以外の 者） が 容易に 安全 要求 仕様まで ト 
レースで きる よう に 作成し なければ ならない。 

f) 安全 要求 仕様の 中に 要求され た 安全 関連 機能が 設計に 正しく 組み込まれ たこと を 証明す るた めの 包括 
的な 試験 計画 を 作成し なければ ならない。 当該 設計が 安全 要求 仕様 を 満足す る 証拠と して， ソフト ゥ 
ヱァ， プログラム， 及び 機能 設計の 試験に 関する 事項 を， プロ ジヱ タトの 記録と して 文書 化しな けれ 
ばなら ない。 

g) ソフト ゥ ヱァ， プログラム 設計， 及び 機能 設計に は， 有効な コンフィギュレーション 管理と 変更 管理 
を 実施し なければ ならない。 開発 期間 中に， 要求 事項， 仕様， 設計な どのす ベての 変更が 適正に 文書 
化された こと， 及び これらの 変更に よる 影響が すべて 分析され， すべての 設計 段階から 安全 要求 仕様 
までの ト レー サビリ ティカ 褓 持され ている こと を 有効な 手順に よって 確認し なければ ならない。 設計 
力 \ 正規の 手順に よらずに 変更され る こと を 防止し， 詳細な コンフィギュレーション （例えば， モジ 
ユール リスト， バージョン 番号な ど） を 正しく 記録し なければ ならない。 

h) ESPE の 運転 中に ソフト ゥヱァ プログラムが 実行され る 場合 は， 運転 指示 プログラム 全体 を， 上書き 
不能の 読 出 し 専用 メモリ に 格納 し な ければ な ら ない。 プログラム が 正 し い 流れで 実行 されて いる こと 
を 監視す るた めに， また， ソフト ゥヱァ の イン テグ リ ティ を 確認す るた めに は， 適切な 技術 を 採用し 
なければ ならない。 ウォッチドッグ， RAM'ROM チヱ ック， CPU 試験な どが この 技術に 含まれる。 

i) ソフトウェア 開発に， コンパイラ， トランスレータ などの ソフトウェア ツール （アセンブラ を 除く。） 
を 用いる 場合 は， 次の 場合を除き， 異なる バージョンの ツールに よる ソフトウェア 力 《混在 して はなら 
ない。 

一 用いる ソフ トウ ヱァ ツールが 互いに 完全に 無関係で ある。 

一 ソフト ゥヱァ ツール は， 国家 及び z 又は 国際規格に 適合す る。 

一 ソフト ゥヱァ ツールに 基因す る 共通 原因 ェ ラ 一 を 検出す る 適切な 手段が 試験 計画に 採用 されて い 

る。 

j) 設計 原則として， 安全 機能が 破壊され る 可能性 を 最小に し， 安全性 能の 評価 を 容易に する ために， 安 
全 関連 ソフ トウ ヱァ は， 非 安全 関連 ソフ トウ ヱァ から できるだけ 分離す る こ とが 望ましい。 

4.3 環境 要求 事項 

4.3.1 周囲 温度 範囲 及び 湿度 ESPE は， 0〜50 °C の 周囲 温度 変化に 対し， この 規格の 要求 事項 を 満足し 

なければ ならない。 この 範囲 外で 使用す る 場合 は， ESPE 供給者 は， その システムが 正常 運転 を 続ける こ 
とので きる 周囲 温度 範囲 を 仕様と して 定めなければ ならない。 湿度 95 % (非 結露 状態)， 温度 20 でから 
5.4.2 の 最高 周囲 温度までの 条件で 5.4.2 に 従って 試験 を 行い， ESPE が この 規格の 要求 事項に 適合す る こ と 
を 検証し なければ ならない。 
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4.3.2 電気 的 妨害 

4.3.2.1 電源 電圧 変動 ESPE は， 外部 電源 電圧 を， 公称 値から まで 10〜20 秒 を かけて 連続 的に 変化 さ 

せ， 次に から 公称 値まで 同様に 変化 させた とき， 危険 側 故障 を 起こして はならない。 

ESPE は， 内部で 分配され た 電源の 電圧 を， 一つず つ 順に 公称 値から まで， 次に から 公称 値まで， そ 
れぞれ 10〜20 秒 かけて 連続 的に 変化 させた とき， 危険 側 故障 を 起こして はならない。 
4.3.2.2 瞬時 停電 ESPE は， 表 1 の 瞬時 停電 試験 を 適用した とき， 試験 1) 及び 試験 2) において は 正常 運 
転 を 継続 しなければ ならない。 試験 3) において は 危険 側 故障 を 起こして はならない。 



表 1 瞬時 停電 試験 



試験 番号 


定格 電圧に 対する 


電圧 低下 時間 


電圧 低下 繰り返し 




電圧 低下 （dip) 率 ％ 


ms 


Hz 


1) 


100 


10 


10 


2) 


50 


20 


5 


3) 


50 


500 


0.2 



4.3.2.3 ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の バース 卜 

4.3.2.3.1 —般 要求 事項 ESPE は， 次の ファース ト トラ ンジ ヱン トの バース トを 加えた とき， 正常 運転 を 

継続し なければ ならない。 



交流 又は 直流の 50 V 未満の 電源 ポー ト 
長さ 1 m を 超える 信号 線 な ど の ポート 


JISC 61000-4-4 の レベル 2， 1 kV (ピーク 値） 


交流 50 V 以上の 電源 ポ 一 ト 


JIS C 61000-4-4 の レベル 3， 2 kV (ピーク 値） 



4.3.2.3.2 追加 要求 事項 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 次の ファースト ト ランジェ ントの バースト 
を 加えた とき， 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 



直流 電源 ポート 又は 50V 未満の 交流 電源 ポー ト 
長さ 1 m を 超える 信号 線な ど の ポート 


J1SC 61000-4-4 の レベル 3， 2kV (ピーク 値） 


交流 50 V 以上の 電源 ポー ト 


J1SC 61000-4-4 の レベル 4， 4 kV (ピーク 値） 



4.3.2.4 ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の サージ 

4.3.2.4.1 —般 要求 事項 ESPE は， 次の ファースト トラ ンジヱ ントの サージ を 加えた とき， 正常 運転 を 継 

続し なければ ならない。 



長さ 1 m を 超える 信号 線の ポー ト 

直流 電源 ボー ト 又は 50 V 未満の 交流 電源 線 ポー ト 


IEC 61000-4-5 の レベル ム コモ ン モー ド 1 kV (ピーク 値） 


交流 50 V 以上の 電源 線 ポー ト 


IEC 61000-4-5 の レベル 3， コモン モード 2 kV 及び ノ 一 マル モ 

ード lkV (ピーク f 直） 



4.3.2.4.2 追加 要求 事項 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 次の ファースト ト ランジェ ントの サージ を 



加えた とき， 危険 側 故障 を 起こして はならない。 



長さ lm を 超える 信号 線の ポート 

直流 電源 ポー ト 又は 50V 未満の 交流 電源 線 ポー ト 


IEC 61000-4-5 の レベル 3， コモン モード 2 kV (ピーク 値） 


交流 50 V 以上の 電源 線 ポー ト 


IEC 61000-4-5 の レベル 4， コモン モード 4 kV 及び ノ 一 マル モ 

ード 2kV (ピーク 値） 



4.3.2.5 電 磁界 

4.3.2.5.1 —般 要求 事項 ESPE は， IEC 61000-4-3 の 5.1 の 試験 レベル 3 の 10 V/m の電 磁界 中に 置いた と 

き， 正常 運転 を 継続し なければ ならない。 

4.3.2.5.2 追加 要求 事項 タイプ 3 及び タイ プ 4 の ESPE は， IEC 61000-4-3 の 5.2 の 試験 レベル 4 の 30 V/m 

の電 磁界 中に 置いた とき， 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
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4.3.2.6 無線周波 電 磁界に よ る 伝導 妨害 

4.3.2.6.1 —般 要求 事項 ESPE は， 次の 無線周波 電 磁界に よ る 伝導 妨害 を 加えた と き， 正常 運転 を 継続 し 

なければ ならない。 



長さ 1 〜 1 m の 信号 線 な ど の ポート 


IEC 61000-4-6 の レベル 2， 3 V (実効 値） 


長さ 10 m を 超える 信号 線 ポート 
電源 ポート， 接地 ポート 


1 EC 61000-4-6 の レベル 3， 10 V (実効 値） 



4.3.2.6.2 追加 要求 事項 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 次の 無線周波 電 磁界に よる 伝導 妨害 を 加え 

たと き， 危険 側 故障 を 起こして はならない。 



長さ l〜10m の 信号 線な どの ポート 


IEC 61000-4-6 の レベル 3， 10 V (実効 値） 


長さ 10m を 超える 信号 線 ポー ト 
電源 ポート， 接地 ポート 


IEC 61000-4-6 の レベル X， 30 V (実効 値） 



4.3.2.7 静電気 放電 

4.3.2.7.1 一般 要求 事項 ESPE は， JISC 61000-4-2 の 試験 レベル 3 の， 接触 放電 6 kV 又は 気 中 放電 8 kV 

の 静電気 放電 を 加えた とき， 正常 運転 を 継続し なければ ならない。 

4.3.2.7.2 追加 要求 事項 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， JIS C 61000-4-2 の 試験 レベル 4 の， 接触 放 

電 8kV 又は 気 中 放電 15 kV の 静電気 放電 を 加えた と き， 危険 側 故障 を 起こ して はならない。 
4.3.3 機械的 環境 

4.3.3.1 振動 ESPE は， 5.4.4.1 に 規定す る 振動 試験 を 実施し， 試験 中， 正常 運転 を 継続し なければ なら 
ない。 

4.3.3.2 バンプ ESPE は， 5.4.4.2 に 規定す る バンプ 試験 を 実施し， 試験 中， 正常 運転 を 継続し なければ 
ならない。 

4.3.4 ェン クロージャ ESPE は， 専用の ェン クロージャに 収納し なければ ならない。 

ESPE のす ベての ェン クロージャ は， ESPE 本体から 分離して 設置す る 部分 も 含め， 供給者の 指定に 従つ 
て 設置した とき， 少なく とも IP54 (JISC0920 参照） の 保護 等級 を 満足し なければ ならない。 ただし， 保 
護 等級が 少な く と も IP54 を 満た す 機械 制御装置の ェン クロージャ に 収納 される 場合 は， ESPE のェン クロ 
ージャ は， IP20 以上の 保護 等級 を 満足す る もので よい。 
備考 次の 方法 は， 機械的 損傷の 防止に 有効で ある。 
一 適切な 配置 

一 適切な 強度 を もつ 材料と 構造の 採用 
一 保護 バリアの 採用 
ケーブルの 引 込み 方に よって， 保護 等級が 損な われて はならない。 

二つの 面 を シールす るた めに 合成 接着 材を 用いる と， 接着が はがれた あと 環境に 対する 保護 能力が 低下 
する ので， 保全 作業の ために 取り外す 可能性が ある 保護 カバーの シールに は， 合成 接着 材を 用いて はなら 

ない。 

ェン クロージャに は， ケーブルの 絶 铉 を 損傷す る 可能性の ある 鋭い 突起 及び 角が あって はならない。 検 
査 によって これ を 確認し な ければ な ら ない。 

ェン クロージャ は， 必要な すべての 調整 作業と 保全 作業 を 安全 かつ 効率的に 実行可能に する ため， 適切 
に アクセス できる よう にしなければ ならない。 アクセス のために 取り外す カバーに は， 脱落し ない 締付 具 
を 用いなければ ならない。 
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5. 試験 方法 
5.1 一般 事項 
5.1.1 型式 試験 

5.1.1.1 試験 用 ESPE ESPE のす ベての 部分 は， 可能な 限り 一緒に 試験し なければ ならない。 これが 困難 
な 場合に は， ESPE の 部分 を 別々 に 試験しても よい。 組 込 形 ESPE (機械に 組み込まれ， 通常 は 機械から 切 
り 離せない ESPE) の 環境 試験 は， この 例に 当たる。 
このよう な 場合 は， 

― ESPE の 運転に 必要な 入力信号 をシ ミュ レートし， 

- 除外 又は 省略した 試験 を， 試験 成績 書に 記載し なければ ならない。 

破壊 を 招 く 試験に ついては， ESPE 全体 を 試験す る 場合と 同じ 結果が 得られるな ら ば， ESPE の 一部 を 用 
いて 試験しても よい。 

複数の 異なる 電源 電圧で 使用で きる ように 設計した ESPE (例えば， 異なる 用途に 使用す る もの） の 試 
験に は， 複数の ESPE を 必要と する 場合が ある。 

外部 電源 を 使用す るよ う に 設計した ESPE は， 規定の 外部 電源 を 用いて 試験し なければ ならない （6.2 参 
J], 召)。 

5.1.1.2 運転 条件 試験 手順 書に 明記され た 規定が ある 場合を除き， ESPE の 試験 は， ESPE 附属の 文書が 
規定す る 運転 条件の 範囲 内で 運転 し て 行わ な ければ な ら ない。 

電気 的ィ ミ ュニ ティ 試験で は， 試験 用 ESPE を できるだけ 最終的な 運転 状態に 近い 状態に 置かなければ 
ならない。 すなわち， すべての 周辺 装置 及び カバー を 取り付け， 電源に 接続し， 必要に より 外部 保護 導体 
及び Z 又は 外部の 機能 接地 用 ボンディング （正常 作動 用 ボンディング） 導体 （JIS B 9960-1 参照） に 接続 
す る 。 複数の 取 付 位置が 仕様書で 規定 されて いる 場合 は， 最も 不利 な 取 付 位置で 試験 し な ければ な ら ない。 
5.1.1.3 検出 区域への 侵入の シミュレーション 試験 結果が 同じで ある こと を 示せるならば， 実際に 試験 
片 （ こ の 規格の 関連す る 部で 定義 される。） を 検出 区域へ 侵入 さ せる 代わりに シミュレーション による こと 
がで きる。 
5.1.2 試験 条件 

5.1.2.1 試験 環境 ESPE は， 5.4 で 異なる 規定 を 適用す る 場合を除き， 次の 条件で 運転して 試験し なけれ 
ばなら ない。 

一 定格 電圧 （又は， 定格 電圧 範囲） 

一 定格 周波数 （又は， 定格 周波数 範囲） 

- 周囲 温度 ： 20±5 °C 

一 相対湿度 ： 25〜75 % 

一 気圧 ：86〜106kPa 

備考 マーキング 及び ESPE 附属 文書に 記載され た 値 は， 定格 値と みなす。 
5.1.2.2 測定 精度 測定 誤差 は， 次に 規定す る 値 以下と しなければ ならない。 
一 ESPE 応答 時間の 測定 ： ± 1 ms 
一 温度の 測定 ： ±3 °C 

一 電気量の 測定 ： 技術的に 可能 及び ノ 又は 適切で ある 限り ± 1 % 
一 相対湿度 （RH) の 測定 ： ±3 %RH 
一 長さの 測定 ： ±1 mm 又は ±1 % のい ずれ か 大きい 方 
すべての 測定 は， 温度が 定常状態に 達してから 行わなければ ならない。 温度の 変化 率が 2 K/h 未満に な 
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つたと き， 定常状態に 達した ものと みなす。 

5.1.3 試験 結果 5. に 規定され た 試験と 分析の 結果 は， 文書 化しなければ ならない。 試験 結果 は， 各 試験 
条件 と そ の 条件 か ら 受け た 影響の 詳細 を 示す 形に 整理 し な ければ な ら ない。 特殊な 試験 手順 は， 試験 成績 
書に そ の 詳細 を 記述 し な ければ な ら ない。 

備考 試験 結果 は， 附属 書 C に 従って レビュー する こと を 推奨す る。 
5.2 機能 試験 

5.2.1 検知 機能 ESPE の検知 機能， 検出 能力 イン テグ リ ティ， 及び 検出 区域 （例えば， サイズ， 形状， 

配置） は， JISB9704 の 該当する 部の 規定に 従って 検証し なければ ならない。 

5.2.2 応答 時間 ESPE の 応答 時間 は， 系統的な 分析と 試験に よって 検証し なければ ならない。 

ESPE の 応答 時間 は， 検知 器の 作動 を 引き起こす 事象の 発生から OSSD が 作動す るまでの 最大 時間 間隔が 
含まれる ような もので あれば， 電気 的シミ ユレ ーショ ン によって 決定しても よい。 

ESPE の 応答 時間 測定に 関す る 追加の 要求 事項 は， JIS B 9704 の 該当す る 部の 規定に よ る 。 
5.2.3 限定 機能 試験 

5.2.3.1 一般 事項 ESPE 力く 正規の 環境 条件 下で は 正常 運転 を 継続し， 異常な 環境 条件 下 又は ESPE の 

障害 発生 下で もま f: 薄き 云き 蓋せを かたまなん. しか 危険 側 故障 を 起こさな いこ と を 検証す るた めに， 次の 限 

定 機能 試験 A, B, C を 実施し なければ ならない。 

ESPE が 再起動 インター ロック 機能 を もつ 場合 は， これ を バイパス 又は 非 選択状態に する。 この 再起動 
インター ロック 機能 は， 別に 試験し なければ ならない （附属 書 A を 参照）。 

備考 デー 夕 通信 バス が 用 レ ^ られる 場合の 試験 は 考慮 中で あ る 。 
5.2.3.2 限定 機能 試験 A (A 試験） 検出 区域に 侵入 物がない 状態で 一定 時間 観察し， OSSD が オン 状態 
にと どまり， オフ 状態に 移行し ない こと を 確認す る。 観察 時間 は， 別に 指定がない 場合 は 少なくとも 5 秒 
間と する。 

5.2.3.3 限定 機能 試験 B (B 試験） 検出 区域に 侵入 物がない 状態で 一定 時間 観察し， OSSD が オン 状態 
にと どまり， オフ 状態に 移行し ない こと を 確認す る。 観察 時間 は， 別に 指定がない 場合 は 少なくとも 5 秒 
間と する。 

試験 片を 検出 区域に 入れる。 こ れに応 じ て OSSD は， ォ ン 状態 か ら オフ 状態に 移行 し な ければ な ら ない。 
試験 片が 検出 区域 内に ある 状態 又は 検知 器が 作動して いる 状態で は OSSD が オフ 状態に と どま る こと を 確 
認 する。 観^ 時間 は， 別に 指定がない 場合 は 少なくとも 5 秒 間と する。 

試験 片を 検出 区域から 出す か， 又は 別な 方法で 検知器 を 作動 させない 状態に 置く。 これに 応じて OSSD 
がォ フ 状態 か ら ォ ン 状態 に 移行 し な ければ な ら ない。 一定 時間 観察 し ， 試験 片が 検出 区域 内 に な い 状態 又 
は 検知器 を 作動 させない 状態で は OSSD が オン 状態に と どまる こ と を 確認す る。 観察 時間 は， 別に 指定が 
ない 場合 は 少なく とも 5 秒 間と する。 

試験の 要求 条件に よって は， 上の 試験 は 連続 的に 繰 り 返す 必要が あ る 。 
5.2.3.4 限定 機能 試験 C (C 試験） この 試験 は， OSSD が オン 状態で あるべき ときに オフ 状態であって 
もよ いという 以外， 限定 機能 試験 B と 同じ とする. ズすフ J お 1 であえべ _き__ と-きせ も f 、で-な が-ま: な-ら^ 
レ丄。 .).。 ただし， 試験 中に 危険 側 故障が 起きて はならない。 ESPE は， 5.4 の 各 試験の 終了 時に 正常 運転 を 継 
続す るか， ロック ァゥ ト 状態からの 回復に 続き 正常 運転 を 再開し なければ ならない。 

5.2.4 周期 テスト タイプ 2 の ESPE は， 4.2.2.3 の 要求 事項 を 分析 と 測定に よって 検証し な ければ な ら な 

い。 

5.2.5 表示灯 及び ディスプレイ B 試験 を 行い， 表示灯 及び ディスプレイの 機能と 色が 4.2.5 の 要求 事項 
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を 満た す こと を 検証し な ければ な ら ない。 

5.2.6 調整 手段 調整 手段に 対して， 4.1.1 と 4.1.2 の 要求 事項 を 検査に よって 検証し なければ ならな レ、 
4.2.6 の 要求 事項が 該当する 場合 は， こ れを 検査 及び C 試験の 実施に より 検証し な ければ な ら な レ i。 
5.2.7 構成 部品の 作動 定格 ESPE 運転 条件の 全 範囲に おいて， ESPE の 各 構成 部品が その 構成 部品の 定 
格 .__(電|1，___電¥_ なぶ 内で 用いられる （作動す る） こと を， 分析 及び/又は 検査に より 検証し なければ な 
ら ない。 

5.2.8 OSSD (出力 信号 開閉器） 

5.2.8.1 一般 事項 各 OSSD 用に， 別々 の 出力 接続 端子が 設けて ある こと を 検査に より 検証し なければ な 
ら ない。 

2 個の OSSD が あるとき は， それら が 独立に 作動す る こと を 検査 及び 試験に より 検証し な ければ な ら な 

い。 

OSSD に 過 電流 保護 用の 電流 制限 器が 付いている こと， 又は 電流 制限 器の 取 付 法が 使用 上の 情報に 記載 
されて いる こと を 検査に より 検証し な ければ な ら ない。 

OSSD 力く オフで あるべき ときに， 予見で きる 障害に よって， オン 状態に なること 及び オン 状態に とど 
まるこ とがない こ と を 検証し なければ ならない。 すべての 試験 は， 供給者が 規定す る 最大の 誘導 性 負荷 を 
最長の 接続 ケ 一 ブルで 接続 して 行わ な ければ な ら ない。 

予見で き る 障害の 例に は 次の も のが あ る が， すべての 予見で き る 障害 を 考慮 し な ければ な ら ない。 
一 OSSD と 電源 ラインと の 短絡 
一 OSSD と 接地 回路との 短絡 

一 OSSD 間の 短絡 ， 
一 電源 リ ターン 線の 断線 
一 接地 線の 断線 

一 遮へ い 付き ケーブルの 遮へ いの 断線 
一 誤配 線 

5.2.8.2 リ レー 式 OSSD リ レー 力 《4.2.4.2 に 適合す る こ と を 検査 又は 試験に より 検証し なければ ならない。 
5.2.8.3 ソリッド ステート 式 OSSD 4.2.4.3 に 規定す る 出力 電圧' 電流の レベル を 検証し なければ ならな 
レ\ 

5.3 障害 状態の 性能 試験 

参考.. せ， —ぶが?… オニス ヒヒ ヒヒ? —ヒ ろ- さ き に 發ま 

5.3.1 一般 事項 4.2.2 に 規定す る 単一 障害 を 検証す るた めに， すべての 関連 構成 部品に 対して 障害の 影 

響 試験 を 行わなければ ならない。 最初の 単一 障害の 結果と して 更に 障害が 発生す る 場合 は， 最初の 障害と 
引き続いて 発生す るすべ ての 障害 を 合わせて 単一 障害と みなす。 

すべての 構成 部品 を 対象と する 障害 リスト を 準備し なければ ならない。 この 障害 リストに は， 附属 書 B 
に 規定す る 障害 アイテム に対する 考察 結果 を 記録 し な ければ な ら ない。 単一 障害 又は 障害の 組合せの 結果 
を 理論的に 予測す る ことができ， そのこと により 5丄3〜5.3.5 に 規定す る 試験の 一部 を 省く とき は， その 分 
析を 試験 結果の 記述に 含めなければ ならない。 その 記述に 対して， 5.5.4 によって 妥当性 確認 をし なければ 
ならない。 この場合， 分析 結果の 記述 を 確認す る 試験 は 抜 取 試験で よい。 

備考 1. 障害 評価の 典型的な 手法に は， IEC 60812 による FMEA， IEC 61025 による FTA な ど 力 《ある。 
2. 複雑な 回路 構成 又は 構成 品 （マイクロ プロセッサ， 完全 冗長系な ど） の 場合 は， 通常， 構成 
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品 レベルで 障害 レビュー を 行 う 。 基板 上の 回路 間 短絡の 考察 を 省略で き る 条件に ついては， 
附属 書 B の B 丄 2 を 参照す る。 隣接す る 外部 接続 端子 間 短絡の 考察 を 省略で きる 条件に つい 
て は， 附属 書 B の B.1.3 及び B 丄 4 を 参照す る。 
5.3.2 タイプ 1 の ESPE の 検証 試験 タイプ 1 の ESPE に対する 要求 事項 は， 現時点で は 規定し ない。 
5.3.3 タイプ 2 の ESPE の 検証 試験 タイプ 2 の ESPE は， これに 単一 障害 を 与え， これが 危険な 状態 （例 
えば， 検出 能力の 喪失， 応答 時間の 増加な ど） を 招く 障害で ある 場合 は， 周期 テスト 機能に より， 4 丄 2.3 
に 規定す るよう に， 危険な 障害が 検出 さ れ， ESPE が ロックアウト 状態に なること を 確認 し な ければ な ら 
ない。 

周期 テストの 始動 機能 を 内部に もつ タイ プ 2 の ESPE に対して は， ESPE が 周期 テス 卜の 監視 機能の 障害 
を 検出で き， 検出した とき ロックアウト 状態になる 力 \ 少なく とも 1 個の OSSD が オフ 状態に なること を 
検証し なければ ならない。 

5.3.4 タイプ 3 の ESPE の 検証 試験 タイプ 3 の ESPE は， これに 単一 障害 を 与え， これ 力 s 4.2.2.4 に 定め 

る 危険な 障害で ある 場合 は， ESPE がその 障害 を 検出して ロックアウト 状態に なり， 危険 側 故障に 至らな 
いこと を 確認し なければ ならない。 

単一 障害 を 検出で きず， 力、 つ， 5.3.1 による 分析 を 実施で きないと き は， その 障害 を 与えた 状態の まま， 
他の 障害 を 順にす ベて 与えて 取り除く こと を 繰り返し， 追加す る 障害が 危険な 障害で ある 場合 は， ESPE 
が 口 ッ クァゥ ト 状態に なり， 危険 側 故障 を 起こ さ ない こと を 確認し なければ ならない。 この 試験 をす ベて 
の 検出 されな レ ゝ 単一 障害に 対 して 行わ な ければ な ら ない。 

3 個 以上の 障害 を 累積す る 試験 は 行わな くても よい。 
5.3.5 タイプ 4 の ESPE の 検証 試験 タイプ 4 の ESPE は， これに 単一 障害 を 与え， これが 4.2.2.5 に 定め 
る 危険な 障害で ある 場合 は， ESPE がその 障害 を 検出して ロックアウト 状態に なり， 危険 側 故障に 至らな 
いこと を 確認し なければ ならない。 

単一 障害 を 検出で きず， 力、 つ， 5.3.1 による 分析 を 実施で きないと き は， その 障害 を 与えた 状態の まま， 
他の 障害 を 順にす ベて 与えて 取り除く こと を 繰り返し， 追加す る 障害が 危険な 障害で ある 場合 は， ESPE 
が 口 ッ クァゥ ト 状態に なり， 危険 側 故障 を 起こさな いこと を 確認し なければ ならない。 この 試験 をす ベて 
の 検出 されな い 単一 障害に 対 し て 行わ な ければ な ら ない。 

二つの 連続した 障害 を 検出で きず， 力つ， 5.3.1 による 分析 を 実施で きないと き は， その 二つの 障害 を 連 
続して 与えた 状態の まま， 他の 単一 障害 を 順にす ベて 与えて 取り除く こと を 繰り返す 試験 を 行い， 危険 側 
故障が 発生して はならない。 この 試験 をす ベての 検出され ない 二重 障害に 対して 行わなければ ならない。 

4 個 以上の 連続した 障害に ついては， その 障害が 互いに ほとんど 独立で 特定の 順序で 発生す る 確率が 低 
い 限り， 試験す る 必要 はない。 
5.4 環境 試験 

5.4.1 定格 電源 電圧 ESPE の 設計が 4.2.1 で 規定した 電源 条件に 適合す る こと を 検査に よって 検証し な 

ければ ならない。 

ESPE に 対し， 次の 一連の 試験 を， 順序に 従い， 4.2.1 に 規定した 値に よって 行わなければ ならない。 

a) 定格 電源 電圧の 下限 値に 対し， B 試験 を 行う。 

b) 10〜20 秒 を かけて 電源 電圧 を 定格の 上限 値まで 上げ， その 間 A 試験 を 行う。 

c) 最高 試験 電源 電圧に 達した 後， B 試験 を 行う。 

周波数 変動 と 高調 波 ひずみの 要求 事項に ついては， 試験 又は 分析 的 方法に よ つ て 検証す る 。 
5.4.2 周囲 温度 変化 及び 湿度 次の 試験の 最高 周囲 温度 は， マーキング 及び/又は ESPE 附属 文書に 規定 



著作権法 により 無断での 複製， | i 等は禁 II： されて おります。 



21 

B 9704-1 ： 2006 (IEC 61496-1 ： 2004) 

される 値と する 力、 50 °C 未満であって はならない。 また 次の 試験の 最低 周囲 温度 は， マーキング 及び/又 
は ESPE 附属 文書に 規定され る 値と する 力、 °C を 超えて はならない。 
ESPE に 対し， 次の 順序で 一連の 試験 を 行わなければ ならない。 

a) ESPE を 5 丄 2.1 に 規定す る 運転 条件に おいて 少なく とも 2 時間 A 試験 を 行う。 最後に B 試験 を 行う。 

b) 周囲 温度 を 1 分 間に 0.3 °C 以下の 速度で 最高 周囲 温度まで 上げ， その 間 A 試験 を 行う。 

c) 最高 周囲 温度で 少なく とも 2 時間 A 試験 を 行う。 その 間 湿度 を 95 % まで 上げ， 少なく も 1 時間 その 
状態 を 保ち A 試験 を 行い， 最後に B 試験 を 行う。 

d) 湿度 を 95 % に 保った まま 周囲 温度 を 1 分 間に 0.3 °C 以下の 速度で 20 °C まで 下げ， その 間 A 試験 を 
行 う 。 

e) 結露 を 生じない ように 周囲 温度 を 1 分 間に 0.3 °C 以下の 速度で 最低 周囲 温度まで 下げ， その 間 A 試験 
を 行う。 

f) 最低 周囲 温度で 少な く も 2 時間 A 試験 を 行 う 。 最後に B 試験 を 行 う 。 

g) 周囲 温度 を 1 分 間に 0.3 °C 以下の 速度で 5.1.2.1 に 規定す る 値まで 上げ， その 間 A 試験 を 行う。 

h) 5.1.2.1 に 規定す る 周囲 温度で 少な く も 2 時間 A 試験 を 行う。 最後に B 試験 を 行う。 

5.4.3 電気 的 妨害の 影響 通信 バス イン タフ ヱ ースを 利用す る ESPE の 試験に 対する 要求 事項 は， 検討 中 

である。 

5.4.3.1 電源 電圧 変動 外部 電源 電圧 及び 各 内部 生成 電源 電圧 を， 順に 4.3.2.1 に 従って 変ィヒ させ， 各 手順 

中に， 電圧 低下に よって 危険 側 故障が 発生し ない こと を 確認す るた めに， 必要な C 試験 を 行わなければ な 
ら ない。 

5.4.3.2 瞬時 停電 4.3.2.2 に 規定す る 各 試験 を， それぞれ， 少なくも 10 回の 電圧 低下が 起こる まで 行わ 
なければ ならない。 試験 1) と 試験 2) について は B 試験 を 行い， 試験 3) について は C 試験 を 行う。 
5.4.3.3 ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の バースト 

5.4.3.3.1 —般 要求 事項 ESPE に， JIS C 61000- 4-4 に 従い （すなわち， 直流 電源 ポート， 50 V 未満の 交 
流 電源 ポー ト ， 及び 信号 ポー ト への 結合に は JIS C 61000-4-4 の 図 9 を 用い， その他の 交流 電源 ポー ト への 
結合に は 図 8 を 用いて）， 4.3.2.3.1 に 規定した レベルの ファース ト トラ ンジェ ントの バース トを印 加す る。 

各 印 加 中に B 試験 を 行わ な ければ な ら ない。 
5.4.3.3.2 追加 試験 タイプ 3 又は タイプ 4 の ESPE は， 更に， JIS C 61000-4-4 に 従い （すなわち， 直流 
電源 ポ ート， 50 V 未満の 交流 電源 ポ 一 ト ， 及び 信号 ポ 一 ト への 結合に は JIS C 61000-4-4 の 図 9 を 用 い， 
その他の 交流 電源 ポートへの 結合に は 図 8 を 用いて）， 4.3.2.3.2 に 規定した レベルの ファース ト ト ランジェ 
ン トの バース トを印 加す る。 

各 印 加 中 に C 試験 を 行わ な ければ な ら ない。 
5.4.3.4 ファース 卜 卜 ランジェ ン 卜の サージ 

5.4.3.4.1 —般 要求 事項 ESPE に， IEC 61000-4-5 に 従い （すなわち， 信号 ポートへの 結合に は IEC 

61000-4-5 の 図 10 又は 図 12 を 用い， 50 V 未満の 交流 電源 ポー ト 及び 直流 電源 ポートへの 結合に は IEC 
61000-4-5 の 図 7 を 用レ、 その他の 交流 電源 ポー ト への 結合に は IEC 61000-4-5 の 図 6 及び 図 7 を 用いて）， 
4.3.2.4.1 に 規定した レベルの ファースト ト ランジェ ントの サージ を 印 加 す る 。 

各 印 加 中に B 試験 を 行わなければ な ら ない。 
5.4.3.4.2 追加 試験 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 更にし IEC 6IOOO- 4 - 5 に 従い （すなわち， 信号 端 
子への 結合に は IEC 61000-4-5 の 図 10 又は 図 12 を 用い， 50 V 未満の 交流 電源 ボート 及び 直流 電源 ポー ト 
への 結合に は IEC 61000-4-5 の 図 7 を 用い， その他の 交流 電源 ポートへの 結合に は IEC 61000-4-5 の 図 6 
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及び 図 7 を 用いて）， 4.3.2.4.2 に 規定した レベルの ファース ト ト ランジェ ントの サージ を 印 加す る。 

各 印 加 中に C 試験 を 行わなければ な ら ない。 
5.4.3.5 電 磁界 

5.4.3.5.1 —般 試験 ESPE に， IEC 61000-4-3 の 5.1 に 従い， 4.3.2.5.1 に 規定した レベルの 電磁 界を 加え （レ 
ベル 3 の電 磁界 中で)， B 試験 を 行わなければ ならない。 

備考 この 試験の 結果 は 周囲の 構造 物に 影響され るので， 試験 結果 は， ESPE を 機械に 実装した とき 
と 異なる こ とも ある。 

5.4.3.5.2 追加 試験 タイプ 3 及び タイ プ 4 の ESPE は， 更に， IEC 61000-4-3 の 5.2 に 従い， 4.3.2.5.2 に 

規定す る レベルの 電磁 界を 加え （レベル 4 の電 磁界 中で）， C 試験 を 行わなければ ならない。 

備考 この 試験の 結果 は 周囲の 構造 物に 影響され るので， 試験 結果 は， ESPE を 機械に 実装した とき 
と 異なる こと も ある。 
5.4.3.6 無線周波 電 磁界に より 誘起され る 伝導 妨害 

5.4.3.6.1 —般 試験 ESPE に， IEC 61000-4-6 に 従い， 4.3.2.6.1 に 規定す る レベルの 無線周波 による 伝導 
妨害 を 印 加して， 各 ポー ト への 印 加 中に B 試験 を 行わなければ な ら ない。 

5.4.3.6.2 追加 試験 タイプ 3 及び タイプ 4 の ESPE は， 更に， IEC 61000-4-6 に 従い， 4.3.2.6.2 に 規定す 

る レベルの 無線周波に よ る 伝導 妨害 を 印 加して， 各 ポー ト への 印 加 中に C 試験 を 行わなければ な ら ない。 
5.4.3.7 静電気 放電 

5.4.3.7.1 —般 試験 ESPE に， JISC 61000-4-2 に 従い， 4.3.2.7.1 に 規定す る 静電気 放電 を 印 加して， 各 放 
電の印 加 中に B 試験 を 行わなければ ならない。 

5.4.3.7.2 追加 試験 タイプ 3 及び タイ プ 4 の ESPE は， 更に， JIS C 61000-4-2 に 従い， 4.3.2.7.2 に 規定す 

る レベルの 静電気 放電 を 印 加して， 各 放電の 印 加 中に C 試験 を 行わなければ ならない。 
5.4.4 機械的 影響 

5.4.4.1 振動 ESPE に対して， JISC 60068-2-6 に 従い， 振動 試験 を 行わなければ ならない。 
次の 条件 を 適用す る。 

周波 敎 範囲 10〜55 Hz 
周波数 変化 率 1 オクターブ/分 

振幅 0.35±0.05mm。 この 試験 は 防 振 マウント を 取り外して 行う。 

スイープ 数 互いに 直交す る 3 軸に 対し 各 20 回 （共振 周波数に おいて 遅れがない ように） 

各 軸 に対して， 次の 部分 的 機能 試験 を 行わなければ ならない。 

一 各 軸の 最初 と 最後の スィ 一 プ 時に A 試験 を 行 う 。 

一 第 2 の スイープの 最初に 試験 片を 検出 区域に 入れ， 第 19 スイープの 最後に 取り出す ことにより， B 

試験 を 行う。 

5.4.4.2 ノ\ 'ンプ ESPE に対して， JISC 60068-2-29 に 従い， バンプ 試験 を 行わなければ ならない。 
次の 条件 を 適用す る。 

加速度 10叾（_9ヌ_まぬ 
パルス 幅 16 ms 

バンプ 回数 互いに 直交す る 3 軸に 対し 各 1 000±10 回 
各 軸に 対し， 次の 試験 を 行わなければ ならない。 
一 最初と 最後の 100±10 回の バンプ 印 加 時に A 試験 を 行う。 
- 最初の 100±10 回の バンプ 印 加 後に 試験 片を 検出 区域に 入れて B 試験 を 行う。 
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5.4.5 ェン クロージャ 5.4.4 の 試験 終了後， 4.3.4 に 規定す る 保護 等級の 要求 事項に 対し JIS C 0920 に 従 

い 試験し なければ ならない。 

そ の 他の 要求 事項に ついては， 検査に よつ て 検証 し な ければ な ら ない。 
5.5 プログラマ ブル 集積回路 又は 複雑な 集積回路の 妥当性 確認 

5.5.1 一般 事項 5.5 は， 4.2.10 及び 4.2.11 の 要求 事項に 対する 妥当性 確認， 並びに 5.3.1 により 試験 成績 

書に 含めた 分析 報告 （試験に 替えた 分析） に対する 妥当性 確認に ついて 規定す る。 

妥当性 確認 は， システム 設計， ハード ゥヱァ 設計 及び ソフト ゥヱァ 設計の どの 過程に も 責任の ない 独立 
し た 適格者が 行わな ければ な ら ない。 確認 結果 は 文書 化 し な ければ な ら ない。 

備考 妥当性 確認 は， ESPE が 特定の 要求 事項 を 満足 している こと を， ESPE 開発 関係者から 独立 し て 
確認す る ものである。 設計に 系統的 欠陥がない こと， また その 製品の ライフサイクル 中 （例え 
ば， 設計変更 後 も） 安全性 能 を 維持す るた めに 適切な 手順が とられて いる こと， 更に その ESPE 
の 設計が タ ィ プに 対応す る 障害 検出の 要求 事項 を 満た している こと を 確認す る こと が 目的で あ 
る。 

参考… lUXwmps おおお^^ L 上 H_ 衮皇性 11 耷 Si 条 し (^曇、 開11 当 ftt か^^ 锉实 11^ ぶ） 
-き邀 なす-二-と-あ… ■ 構,… 钍 まなぶ:？ II ゆ^^な 者-き- レ? -_ぅ__ 。― 

5.5.2 複雑な 集積回路 又は プログラマ ブル 集積回路の 妥当性 確認 複雑な 集積回路 又は プロ グラマ ブル 
集積回路 を 採用した タイプ 4 の ESPE は， 分析に より 次の 要求 事項に 対する 妥当性 確認 を 行わなければ な 
ら ない。 

a) 少なく とも 二つの 独立した 判断 チャネル を もつ。 

b) 該当する すべての 障害 条件 下で， チャネル 間の 不一致が 検出され， ロックアウト 状態に 移行す る。 
5.5.3 ソフ卜 ウェア， プログラミング， 集積回路 機能 設計の 妥当性 確認 システム 設計 及び ソフトウェア 
開発に 適用す る 品質管理 体系の 手順 及び 支援 文書が， 品質 マネジメント システムの 要求 事項 （例えば， JIS 
Q 9001) に 適合して いる こと を 検証 し な ければ な ら ない。 

お 関: t ^品質管理 体系の 運用に 対して， ESPE 開発 記録 文書の 監査， 及び ESPE が ライフサイクル 
中 その 品質 を 維持す る 手順の 監査 を 行う ことによって， 妥当性 確認 を 行わなければ ならない。 

ESPE 開発 文書の 適切 性， 完全 性， 及び トレー サビリ ティに 対して， 監査に より 妥当性 確認 を 行わな け 
れ ばなら ない。 

安全 要求 仕様 を 分析して， その 中で は 規定して いない ソフトウェア， プログラム 設計 及び 機能 設計に 対 
す る 安全 要求 事項 は， システム 設計の どこかに 与えられ ている こと を 確認し な け れ ばなら ない。 

試験 計画 を 分析して， その 試験に 合格 すれば 安全 要求 仕様の 全 項目が 満足され る よ う になって いる こ と 
を 確認し なければ ならない。 

ESPE 運転 中に 障害 検出の ために ソフ トウ エア を 用いる 場合 は， 試験 計画 を 分析して， 附属 書 B の B.4.4 
に 示す 障害のう ち 直接 ハードウェア 障害 を シミュレート する ことによって は， 試験で きないす ベての 障害 
がソ フ トウ ヱ ァに よって 試験され る こと を 確認し な ければ な ら ない。 

最新 バージョンの 設計に 対する 試験 結果 を， 監査し なければ ならない。 無作為に 抽出した ESPE を， 妥 
当 性 確認の た め に 再試験し， そ の 結果が プロ ジ ヱクト 記録の 中に 保存され て いる 結果 と 細部まで 一致 し な 
ければ ならない。 

ESPE 運転 中の 障害 検出の ために ソフ トウ ヱァを 用いる 場合 は， 障害 を シミュレート して 試験した 結果 
が 必要な 障害 検出 範囲 を カバーし ている こと を 検証し なければ ならない。 試験 報告書の 一部と して 分析 書 
が 含 まれて いる 場合 は， これと 試験 結果 を 比較 し な ければ な ら ない。 
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ESPE 運転 中に 用いる ソフ トウ ヱァ について は， すべての 運転 命令 プログラム 力、 書き換え 不可能な 読 
み 出 し 専用 メモリ に 格納され ている こ と を 確認し なければ ならない。 

プログラマ ブル 集積回路に ついては， その 集積回路が， プログラムされ たす ベての 機能 を 実行す る こと 
を 検証す る 方法の 妥当性 確認 を 行わなければ ならない。 

備考 1. 集積回路の プログラムが 不完全で あると， ESPE は， 主 保護 機能 は 正しく 実行す るが， 障害 
検出 機能 を 欠く という ことがある。 特に 複数の 類似の プログラマ ブル 集積回路 を 用い， 障害 
検出 を 相互 監視 に 頼 る 設計に おいて はこ の 危険が 高い。 
プロ グラム の 流れ， 複雑な 集積回路 及び プロ グラマ ブル 集積回路の 作動 を 監視す る 手段の 妥当性 確認 を 
行わな ければ な ら ない。 監視 手段 は， 供給者が 規定す る 安全 関連性 能 レベル 及び システム 構成 に 対 し 適切 
でなければ ならない。 

備考 2. IEC 61508-3 に， 更に 詳しい 記述が ある。 
5.5.4 試験 結果 分析 報告 5.3 で 要求され る 試験 結果の 分析 を 行った 場合 は， 分析に 用いた 技術が 適切で 
あり 有効で ある ことの 妥当性 確認 を 行わなければ ならない。 分析の 一部 を 無作為に 選び， 再度 分析 を 繰り 
返す ことによって， 適用した 分析 方法が 正しい こと を 検証し なければ ならない。 

6. 識別と 安全 使用の ための マーキング 

6.1 一般 事項 丄 IS B 9700-2 の 6.4 に 従い， ESPE のす ベての 部分に は， 次の ために 必要な すべての マー 
キ ン グを 行わ な ければ な ら ない。 

一 明確な 識別 

一 安全な 使用 

ま た， 次の 方法 を 用いて 補足 情報 を 提供 し なければ な ら ない。 

一 ESPE の 表面に 恒久的に 表示す る。 

一 取扱説明書 などの 附属 文書に 記載す る。 

一 包装の 上に 表示す る。 

ESPE のェン クロージャの 最適 箇所に， 次の マーキング を 永久に 消えない よう に 行わなければ ならな レ 乜 

a) 製品の 識別 （供給者の 名称 及び 住所， 型式 又は シリーズ， 製造番号 及び 製造 年 を 含む。） 

b) 検出 区域の パラメータ。 例えば， 寸法 

c) 検出 能力 

d) 応答 時間 

e) 定格 電源 電圧， 相 数， 及び 周波数 

f) 定格 電源 入力 電力 （25 W を 超える 場合)， 又は 定格 電流 

g) 保護 等級 (IP コード） の 指定 

h) クラス II 装置に 限り， 感電 保護の 種別 記号— (塾 鬆物篮 覆;^ ま 念 層 德_ 覆 c^!J.)_.. 

^^化 ii 趣え ヒ？ _な せき 昀な s 金歷耷 si に:?: ヒ^ ！！^^ク： ^—體 Z 二 A^^M 置 紐 P 

レニ" こ-も- 賴. ら- な- ヒも や-き- ヒ: L-(-J_ はぶ-ゆ さ PL... 

i) 高電圧 危険の 警告 標識 

j) 4.1.3 による ESPE の タイプ 

6.2 外部 電源から 給電す る ESPE 外部 電源から 給電す る ESPE は， 試験 時に 用いた 電源の モデル 又は 形 
式の 詳細 を ESPE の 最適な ェン クロージャ 上に 恒久的な 方法で マーキングし， 及び/又は 取扱説明書に 記 
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載し なければ ならない。 

6.3 内部 電源から 給電す る ESPE 内部 電源から 給電す る ESPE は， 電源 ヒューズ を 用いて いる 場合， そ 
の 定格 電流 値 を 最適な ェン クロージャ 上に マーキングし なければ ならない。 

6.4 調節 異なる 定格 電^ 電圧 又は 異なる 霊 歷 入力に 合わせて 調節で きる ESPE は， 設定した 電圧 又は 
入力 If . 条住 を， 明りよう， かつ 容易 に 識別で きる ように， そ の 調節 部 に マーキン グ し な ければ な ら ない。 
6.5 ェン クロージャ 電気機器 を 収容す るェン クロージャに は， JISB 9960-1 の 17.2 による 警告 標識 を 
マーキングし な ければ な ら ない。 
6.6 制御機 器 

6.6.1 スィッチ， 表示灯な どの 制御機 器の マーキング は， それらの 近傍に 行わなければ ならない。 これら 
の マーキング は， 取り外せる 部分に 行って はならない。 

6.6.2 制御機 器 及び 表示 機器の 機能 を 識別す る マ一 キング は， JISB9960-1 の 17.3 による。 

6.6.3 すべての 電源 スィ ツチの 切換 位置 は， JISB 9960-1 のさ .1. えに よ り マーキングし なければ ならない。 

6.6.4 据付中 又は 据付 後に 特性 値 を 調節す るた めの 機器に は， その 特性 値 を 増減させる 調節 方向 を マー キ 

ング しなければ ならない。 JISC0447 を 参照。 

6.7 a 而子 表示 

6.7.1 ESPE の据付 時， 又は 保全 作業 実施 後の 再据付 時に ケーブル を 接続す る 端子に は， マーキング を 行 
い， 接続 図 と の 対応 付 け をし な ければ な ら ない。 

6.7.2 外部 接続 用 端子， 及び 使用者が 交換で きる 部品 を 接続す る 端子に は， マーキング を 行い， 接続 図と 
の 対応 付 け をし な け れ ばな ら ない。 

6.7.3 すべての 電源 入力 端子に は， 1EC 60445 によ り マ一 キングし なければ ならない。 
6.7.4 保護 導体 接続 点に は， JISB9960-1 の 8.2.7 によ り マーキングし なければ ならない。 

この マ一 キング は， 電線 を 接続 するとき 又は 切り離す ときに 取り外す 可能性の ある， ねじ， 座金な どの 
部品 上に 行って はならない。 

6.7.5 3 本 以上の 電源 導体 を 接続す る ESPE に は， その 接続 法が 自明で ない 限り， その 接続 図 を ESPE に 
取り付けなければ ならない。 

6.7.6 1 台の ESPE に 複数の 電源 を 接続す る 場合 は， 端子 盤 カバー を 外す 前にす ベての 電源を切り 離す よ 
う に 警告す る マーキン グを 行わな ければ な ら ない。 

6.8 マーキングの 耐久性 マーキング は， この 規格が 規定す る 温度 及び 湿度， 並びに 水， 石けん 水， 機 

械油， ベンジンな どの 液体に よる 工業 的 環境の 影響に 耐え る もので なければ な ら ない。 

マーキング は， 揮発油 をし み 込ませた 布 及び 水に 浸した 布で 15 秒 間 軽く こすった とき， 消えて はなら な 
レ^ 

7. 附属 文書 ESPE の 供給者 は， 使用者と 合意した 言語で 文書 を 作成し なければ ならない。 

この 附属 文書に は， 据 付け， 使用， その後の 廃棄 及び 次の 該当 事項に ついて 記載し なければ ならない。 

a) ESPE 内部で 発生す る 電源に 他の 機器 を 接続して はならない。 

b) 附属 書 A に 規定す る ESPE の ォプシ ョ ン 機能のう ち， ESPE に 含めた ものの 詳細 

c) ESPE が SPM を 含む 場合 は， SPM 接続 用 機材の 説明 

d) タイプ 2 の ESPE において， 外部 試験 信号 を 利用す る 場合， 外部 試, 験 信号の 与え 方 （4.2.2.3 参照)。 

e) 調整， 運転 又は 無 許可 アクセス 防止の ための かぎ （鍵） 又は 特殊 工具が ある 場合 は， これ を 責任者 又 
は 委任 者の 下に 保管す る こ と を 推奨す る 旨の 記述 
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f) 検出 能力の 確認 及び 視覚 表示の 作動 確認に 用いる 試験 片の 寸法 及び 型， 並びに 試験 手順の 説明， 又は 
試験 片を 用いずに 行 う 他の 確認 方法の 説明 

g) 応答 時間 

h) 次 を 含む ESPE の 定格 運転 条件 
一 温度 範囲 

一 湿度 

一 電圧 範囲 

一 ESPE サブシステム 間の 間隔 設定 範囲， 及び 接続 ケーブルの 最大 長 

i) 検知 機能 間の 相互 干渉 を 防止す るた め に 注意すべき 事項 

j) リ レーの 接点 開閉 シーケンス を 示す プロ ック図 及び 機能 説明 図 

k) すべての 入力 端子 及び 出力端子の 位置 

1) すべての 入力 端子 及び 出力端子の 定格 及び 特性 

m) OSSD 及び SSD (SSD は ある 場合） が, 抵抗 性， 容量 性 及び 誘導 性の 負荷に 対して 開閉で きる 最小， 

最大の' € 圧 • 電流 値， 最大 開閉 頻度， 及び 負荷 条件よ つて 予想され る OSSD, SSD の 寿命 
n) 供給者 推奨の 予備品 を 使 つ て 使用者が 保守す るた め の 情報 
o) 入力 ケーブル 及び その 端末に 対し 特に 必要な 要求 事項 
p) ESPE の 最大 消費 電力 

q) ESPE の 取 外し 作業 及び 保全 作業の ために ESPE の 周 り に 必要な スペースの 詳細 
r) 供給者が 指定す る ， 使用者 交換 可能 部品の リ ス ト 
s) 色 及び コードの 体系 を 示す 表 （JISB 9960-1 参照）。 
t) ESPE の 最大 寸法 
u) ESPE の 使用方法 

v) 検出 区域の 配置 及び 寸法， 並びに その他 機能の 限界 値の 定義 

w) ESPE が 正常に 機能して いる こと を 確認す るた めに， 据付 後， 保全 後 又は 定期的に 行うべき 検査の ス 
ケ ジュール 

x) 作動 性能が 正常に 保 たれて いる こ と を 確認す る 定期試験の 方法 と 頻度 

y) ェン クロージャの 保護 等級 （IP コード） の 説明， 又は 機械の 制御装置の ェン クロージャ 内に 収納す る 
ESPE の 場合 は， 4.3.4 によって その 制御装置の ェン クロージャに 要求され る 保護 等級の 最小値に つい 
ての 説明 

z) その ESPE 特有の 用途が ある 場合 は， その 明確な 説明 

aa) タイプ 2 の ESPE に対する 周期 テス ト 最大 間隔の 推奨 値 

ab) ESPE 本体から 離して 遠方に 取 付け， 接続す る スィッチ， 操作 器， 表示 器の 据 付け • 取 付 方法 

ac) 再起動 インター ロック を 構成す る 部品 を， 危険 区域に 対して どこに 配置すべき かの 指示 

ad) 検知 機能 を もつ 部品 を 危険 区域に 対して どこに 配置すべき かの 指示， 及び 検出 区域と 危険 区域との 間 
の 最小 距離 を 決める 方法， 例えば， 計算 式 

ae) ESPE と 機械 との インタフェース に関する 指示 

af) 特に 考慮すべき 注意事項が あれば， その 詳細 

ag) ESPE の 設置に 必要な スペースの 寸法 

ah) その 設置 スペース 内に ESPE を 支持， 固定す る 手段の 位置 及び 寸法 

ai) ESPE の 各部 分 間， 及び ESPE と 周囲 取 付 品との 間の 最小 間隔 
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aj) ESPE と 電源との 接続 方法， 及び 分離した 構成 品が ある 場合 は， 構成 品 間の 接続 方法. 
ak) 4.2.4.1 による ソリ ッ ドス テート 式 出力 回路 を 用いる 場合 は， 正しい 接続 法に 関する 情報 
al) ブラン キング 機能 （モニタ 付き， モニタな し， 固定， 又は 浮動 式） 又は 検出 能力 を 調節す る 機能 を も 
つ 場合 は， それらの 意図す る 使用法 を 説明し なければ ならない。 
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(FMEA) [システムの 信頼性 解析 技術 一 故障 モード 及び 原因 分析 手順 （FMEA)] 
IEC 61025:1990, Fault tree analysis (FTA) [故障の ツリー 解析 （FTA)] 
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附属 書 A (規定） ESPE の オプション 機能 



A.1 —般 事項 ESPE に は， 本来の 検 知' 保護 機能 だけでなく， 安全 関連 制御システムの 中で 実行す る 機 
能 又は 機器 を 追加して 含める こ とがで きる。 この ォプ ショ ン 機能 を 実行す るた めに 用いる 装置が ESPE 本 
体から 分離して いる 場合 も， これら を ESPE の 構成に 含む 場合 は， ESPE は， それらの 分離した 装置と 併せ 
て こ の 規格 を 満足 し な ければ な ら ない。 

備考 オプション 機能 を， ESPE の 一部と してで なく， ESPE から 分離した 別 装置と して 実行す る 場合 
は， その 装置 は 関連す る 規格 （例えば， JISB 9705-1, IEC 61508, IEC 62061) の 要求 事項 を満 
たす ことが 望ましい。 この場合， この 附属 書の 要求 事項 は， 他の 関連 規格と 併せて， ガイドと 
して 用いる ことができる。 
次の 機器 又 は 機能 は， ESPE に対して は オプション である。 
一 EDM (A.2 参照） 
一 SPM (A.3 参照） 
一 SSD (A.4 参照） 
一 起動 インター ロック （A.5 参照） 
一 再起動 インター ロック （A.6 参照） 
一 ミュー ティ ング （A.7 参照） 

一 機械の 再 始動 装置 と し て 用 レ ゝ る ESPE (A.8 参照） 

次の 要求 事項 は 最小限の もので あり， すべての 用途に 対して 十分で あると は 言い切れない。 この 附属 書 
の 要求 事項 は， リスク アセスメントの 結果に 基づき， 他の 関連 規格 （例えば， JISB9960-1, JISB 9705-1) 

が 規定す る 関連 要求 事項 と 併せて 適用す る こと を 意図して いる。 



A.2 EDM (外部 機器 モニタ） 

A.2.1 機能 要求 事項 EDM に は， 外部 接点 （例えば， FSD 又は MPCE の 接点） を 監視す る 手段 を 備えな 

ければ ならない。 

EDM 力、 監視 対象 機器の いずれ か -一^ 5 の 異常 を 検出した とき， ESPE は ロック ァゥ ト 状態に ならな けれ 

ばなら ない。 

A.2.2 EDM 障害 時の 要求 事項 ESPE は， EDM の 障害に 対して 本体の 4.2.2 に 従って 反応し なければ な 
ら ない。 

A.2.3 検証 次の こと を 試験 及び 検査に よって 検証し なければ ならない。 
一 対象の 外部 機器 を 監視す るた めに 必要な 機能が ESPE に 備わって いる。 

一 監視 対象 機器の いずれ か 一つが 異常 状態に なった とき は， ESPE が 口 ッ クァゥ ト 状態になる。 
一 EDM の 障害に 対し， ESPE は 本体の 4.2.2 に 従って 反応す る。 

A.2.4 使用の ための 情報 ESPE の 供給者 は， EDM を 監視 対象 機器 等に 接続す るた めに 必要な 情報 を 提供 

しなければ ならない。 供給者 は， EDM の 監視 対象 機器の 種類 を 指定し なければ ならない。 監視 対象 機器に 
特別な 特性 （例えば， 機械的 連動 接点， 入力の 2 重 化， NO 形 接点， NC 形 接点な ど） が 必要な 場合 は， そ 
れを 指定す る。 

外部 接点の 応答 時間 モニタ がな い 場合 は， 接点 応答 時間 モニ 夕の ため に 外部 手段 を 必要 とする 場合が あ 



著作権法 により 無断での 麼暫, 転 * 等 は 禁止され ております。 



29 

B 9704-1 ： 2006 (IEC 61496-1 ： 2004) 



る こと を 使用 情報 に 含めなければ ならない。 
A.3 SPM (停止 性能 モニタ） 

A.3.1 機能 要求 事項 SPM は， 機械の 危険 部位が 停止す るまで 又は 安全 状態に 復帰す るまでに 要した 時 
間， 又は 移動した 距離に 対応す る 信号 を ESPE に 出力し なければ ならない。 ESPE は， SPM からの 信号が 
停止 性能 の 限界 値 を 超えた こと を 示した とき， ロックアウト 状態に 移行 しな けれ ばな ら ない。 

タイプ 4 の ESPE において は， SPM は， 少なく とも 二つの 信号 チャネル によって ESPE に 信号 を 送出し 
なければ ならない。 各 チャネル は， それぞれ ESPE を ロック ァゥ ト 状態に する こ とが 可能で なければ なら 
ない。 

SPM は， 総合 システム 停止 性能 を 監視す るた め， 自動的な 停止 性能 試験 を 行わなければ ならない。 
SPM は， 検知 器の 実 作動 又は シミュレーション 作動と 同時に， ESPE からの 信号に よって 自動的に 停止 

性能 試験 を 開始で き な ければ な ら ない。 

SPM の 設定 値 を 調節す る 手段 は， かぎ （鍵)， パスワード， 又は 特別の 工具 を 用いなければ アクセスで 

きない ものと する。 

A.3.2 SPM 障害 時の 要求 事項 ESPE は， 次の いずれ かに 応じて， ロックアウト 状態に 移行し なければ な 
ら ない。 

- 停止 性能の 自動 試験 を 開始 又は 完了で きないと き。 

― SPM へ 機械の 運動 を 伝達す る 手段が 故障した とき （二重の 伝達 手段 を 用いる 場合 は， そのい ずれ かが 

故障した とき）。 
一 ESPE から SPM を 切り離した とき。 

A.3.3 検証 検査に より 次の 各 事項 を 検証し なければ ならない。 

- 停止 性能が 悪化して 設定 値 を 超えた と き は， SPM 出力 信号に よって ESPE が 口 ック アウト 状態 となる。 
― タイプ 4 の ESPE にあって は， SPM か ら ESPE へ 少な く も 二つの 独立 し た 信号 源が あ り ， そのい ずれ 

かが 故障 したと き ESPE が ロックアウト 状態 となる。 
一 ESPE からの 信号に 応じて， SPM が 自動 試験 を 開始す る。 

一 検知 機能の 実 作動 又は シ ミ ュ レ一シ ョ ン 作動と 同時に， ESPE が 自動的に SPM による 停止 性能 試験 を 
開始させる。 

一 調整 箇所に は， かぎ （鍵）， パスワード， 又は 特別の 工具 を 用いなければ アクセス できない。 

― 自動 試験 を 開始 又は 完了で きなかった とき は， ESPE が ロック ァゥ ト 状態と なる。 

一 SPM へ 機械の 運動 を 伝達す る 手段が 故障した とき は， ESPE が ロックアウト 状態と なる。 

- ESPE 又は 安全 関連 制御システムから SPM を 切り離した とき は， ESPE が ロック ァゥ ト 状態と なる。 

一 マーキング は， A.3.4 に 適合し， 正しい。 

A.3.4 SPM への マーキング SPM 供給者 は， 次の 情報 を 恒久的 方法で SPM に マーキングし なければ な 
ら ない。 

一 供給者の 名称 及び 住所 

一 型式 番号 及び 製造番号 

一 その SPM を 適用す る ESPE の 型式 番号 

一 その SPM の 精度 

A.4 SSD (副 開閉器） 
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A.4.1 機能 要求 事項 ESPE の 電源 を オフに したと き， 及び ESPE が ロックアウト 状態に あるとき， いず 
れの 場合 も SSD は オフ 状態に なければ ならない。 

ESPE の 電源 を オンした とき は， OSSD が オン 状態になる 前に， 自動 試験に より SSD の 安全 関連 機能の 
作動 性能 を 確認 し な ければ な ら ない。 

A.4.2 SSD 障害 時の 要求 事項 A.4.1 の 自動 試験で， SSD の オフ 不能 障害 を 検出した とき は， OSSD がォ 
フ 状態に とどまらなければ ならない。 

A.4.3 検証 検査と 試験に よって 次の 要求 事項 を 確認し なければ ならない。 

一 SSD が オン 状態に 拘束され る 障害 状態に おいて ESPE の 電源 を 投入した とき は， OSSD は オフ 状態に 

と どま り， リセ ッ ト 操作 をしても オフ 状態に とどまる。 
一 ロック ァゥ ト 状態で は SSD は オフ 状態で ある。 

A.5 起動 インタ一 ロック 

A.5.1 機能 要求 事項 起動 インター ロック は， ESPE の 電源 をォ ン にした と き 又は 停電 後に 復電 したと き， 
いずれの 場合 も OSSD がォ ン 状態に な る こと を 防止し な ければ な ら ない。 

OSSD の オフ 状態 は， 起動 インター ロック を 手動で リセット する （例えば， スィッチ 操作に よって， 又 
は 検知器 を 作動 状態から 非 作動 状態に する ことによって OSSD の オン を 許容す る 状態に する。） まで， 保 
持し なければ ならない。 

ESPE が ロック ァゥ ト 状態に あるとき は， 起動 インター ロックの リセ ッ ト により OSSD を オン 状態に す 
る こ とが 可能であって はならない。 

A.5.2 起動 ィ ンタ一 口 ック 障害 時の 要求 事項 M 動 丄ヒえ 二 R ええが 丄ヒタ 二-ロニ イクお 繼丄 QS_SP_" ォ-ヒ 
_ き差ま :す_べ_ きめ 扉丄」 —こあ^ _と— _ き J こ _， OSSD 力 《ォ ン になる 又は ォ ン 状態に とどまる よう な 故障が 起動 ィ ン タ 
一 ロックに 生じた とき は， ESPE は ロックアウト 状態に 移行す る 力、， 又は ロックアウト 状態に とどまらな 
ければ ならない。 

A.5.3 検証 検査と 試験に よって 次の こと を 検証す る。 

― 起動 ィ ンタ一 ロックが ィ ン ター ロッ ク 状態に あるとき は， OSSD が オフ 状態に ある。 

一 電源 を オンした とき は， 起動 ィ ン ター ロック を 手動で リセットす るまで OSSD がォ フ 状態 にと どまる。 

一 停電に より OSSD が オフ 状態に なった あとに 電源が 復帰した とき， OSSD は， 起動 インター ロック を 

手動で リセットす るまで オフ 状態 にと どまる。 
― ESPE が 口 ッ クァゥ ト 状態に ある 間 は， 起動 ィ ン ター ロック を リセット 操作しても OSSD が オン 状態 

とならない。 

一 起動 ィ ン ター ロックが 故障した 場合 は， ESPE が 口 ゾ クァゥ ト 状態になる。 

A.5.4 表示 起動 インター ロックに よって OSSD が オン 禁止 状態に あるときに 点灯す る 黄色の 表示 器 を 
備えなければ ならない。 

A.6 再起動 インター ロック 

A.6.1 機能 要求 事項 再起動 ィ ン ター ロック は， 次のと き OSSD が オン 状態に なるこ と を 防止し なければ 
ならない。 

一 機械の 危険な 運転 行程 中に， 検出 区域に 侵入が あつたと き， 1 びえ 9_SH?_.J:Ht で 9... 
- 機械が 自動 又は 半 自動 運転 モードに あるときに， 検出 区域に 侵入が あつたと き， .1 び 天_ り H き _ス 上 
する まで。 
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一 機械の 運転 モード， 又は 運転 形態 を 変更した とき， ； ^び^ j ^後」 えさ ク_ 上 — す_— る _ま_ で _。_ ― 

再起動 ィ ン夕ー ロック 状態— _(_Q お ぉ_ ゆ ォ_ヒ き. 禁止す. ゑ拔 HI は， 再起動 ィ ン夕一 ロック を 手動 リセット 
する まで 継続し なければ ならない。 更に， 再起動 インター ロック は， 検知 器が 作動 中 は リセット できて は 
ならない。 . 

A.6.2 再起動 インター ロック 障害 時の 要求 事項 A.6.1 の 要求 機能 を 損なう 故障が 発生した とき は， ESPE 

が 口 ック アウト 状態に 移行 し なければ な ら ない。 

A.6.3 検証 検査 と 試験に よって 次の こと を 検証す る 。 

一 再起動 インタ一 ロックが インター ロック 状態に あるとき は， OSSD は オフ 状態に ある。 
一 検知 器が 作動 中 は， 再起動 インター ロック を， OSSD の オン を 許容す る 状態に， リセット できない。 
一 機械の 危険な 運転 行程 中に 検知 器が 作動す る ことによって， 再起動 インタ一 ロック は， インター ロッ 
ク 4 犬 態となる。 

一 機械の 運転 モード 又は 述転 形態 を 変更した とき， 再起動 インター ロック は， インター ロック 状態と な 

る。 

一 再起動 インター ロックが 故障した とき， ESPE が ロックアウト 状態と なる。 

A.6.4 表示 再起動 インター ロックに より OSSD が オン 禁止 状態に あるときに 点灯す る 黄色の 表示 器 を 
備えなければ ならない。 

A.7 ミュー ティング 
A.7.1 機能 要求 事項 

A.7.1.1 ESPE が ミュー ティング 状態に あるとき は， OSSD は， 検知 器が 作動 （検出） しても オン 状態に と 
どまらなければ ならない。 

A.7.1.2 ESPE は， ミュー ティング を 始動す るた めの 少なくとも 二つの 独立した ミュー ティング 信号 源 を 
ハード ワイヤで 接続す る 手段 を 備えなければ ならない。 OSSD が 既に オフ 状態に あるとき は， ミュー ティ 
ン グを 始動で きて はならない。 

A.7.1.3 ミュー ティ ング 機能 は， 正しい シーケンス 及び Z 又は 正しい タイ ミン グの ミュー ティ ング 信号 だ 
けによ つて 始動され なければ ならない。 ミュー ティング 信号に 矛盾が 生じた とき は， ESPE は ミュー ティ 
ン グ 状態 になって はならない。 

A.7.1.4 ESPE は， ミュー ティング を 解除す るた めの 少なく とも 二つ の 独立 した ミュー ティン グ 信号 源 を 
ハー ド ワイヤで 接続す る 手段 を 備えなければ ならない。 これらの ミュー ティ ング 信号の 一つ 力;'， 最初に 状 
態 変化した ときに， ミュー ティング 機能 を 解除し なければ ならない。 ESPE 力 《ク リアされ たこと.— 三 二 
テ丄^ リ. ァ せお ぜ^ V Z き^^ぶぶ) L だ けによ つて ミュー ティン グ 機能 を 解除して はなら な 

い。 

備考 ミュー ティン グ機 能の 始動 と 解除の 信号 源 は 同じで あっても よい。 
A.7.1.5 ミュー ティング 信号 は， ミュー ティング 中 は 連続 的に 存在し なければ ならない。 信号が 連続し な 
い 場合， 信号 シーケンスが 不正な 場合， 又は プリセット 時間 を 超過した 場合 は， ESPE は ロックアウト 状 
態 又は 再起動 ィ ン ター ロック 状態 に な ら な ければ な ら ない。 

備考 用途 （例えば， コン ベア， 包装 機械） によって は， ミュート センサ 従属 式 バイパス （オーバ ラ 
イド） 機能が 付加され る。 この 機能 は， ミュート センサ を 配置して いる エリアで 製品 （材料） 
詰まり をク リアす るた めに ミュー ティ ング 機能 を 再開す る こ と を 可能に する ものである。 宏舍 
機能 を バイパス する 機能の 作動 は， 少なくとも 一つの ミュート センサが 作動 （検出） 状態に あ 
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ると き だけ 可能と する ことが 望ましい。 ESPE の 単一 障害に よって 宏舍 _ 機 態 _き_ バイパス する 機 
能が 始動され ない ことが 望ま しい。 

安_舍 機能 や _ バイパス は， 次の いずれ かによ つて 自動的に 解除す る ことが 望ま しい。 
一 正しい ミュー ティン グ 信号の シーケンスが 識別 された あと。 
一 プリ セッ ト した ミュー ティ ング 制限時間が 経過した とき。 

- 規定の ミュー ティ ング エリ ァがク リアされ， 正常 運転の 再開が 可能に なった 直後。 
バイパス 機能の 始動に は， オペレータが 危険 源の 存在 場所 を目視 できる 位置に 取り付けた ホ 
—ルド' ッゥ • ラン 装置 を 用いる ことが 望ま しい。 
A.7.2 ミュー ティング 機能障害 時の 要求 事項 ミュー ティング 機能の 障害 は， 4.2.2 に 従って 検出し， 少 
なく も， 更に 不正の ミュー ティング 状態 を 起こして はならない。 
A.7.3 検証 検査 及び 試験に よって 次の こと を 検証し なければ ならない。 
一 ミュー ティ ング 状態で 検知 器が 作動した とき は， OSSD が オン 状態に とどまる。 

一 ミュー ティング 機能 を 始動， 解除す るた めに， 二つの 独立した ハード ワイヤに よる ミュー ティング 信 
号 源が あ り ， 信号の 組合せが 正 しくない とき は ミュー ティン グ 状態 にならない。 

- タイプ 2 の ESPE では， ミュー ティング 状態に 拘束され る 故障 は， 周期 テストに よって 検出され， ミ 
ユー ティン グ 状態が 停止す る 。 

一 ミュー ティング 機能 は， 少なく とも 二つの ミュート 解除 信号の 一つが 最初に 状態 変化した ときに 解除 
される。 

A.7.4 表示 ミ ユー ティ ング 状態. 坦カ— 信号， 又は ミュー ティ ング 状態 表示 器 を 備えなければ ならない [表 
示 器 だけでなく 出力 信号 を 必要と する 用途 も ある （JISB9705-1, 5.9 参照)。]。 



A.8 機械の 再 始動 

fM..il^®.ir?Anitiatbn) 

イ. ク. ^運 藍^ ) せ 丄-ク ノレ fi 逞. き 長 始勲: t ゑ; であ-も—— 

A.8.1 —般 事項 ESPE を， 保護 装置と しての 機能に 加えて， ！？も 械の再 始動 運転 クノ _レ_ 運転)… に 用い 
る 場合 は， 次の 運転 モー ドを 採用す る ことができる。 

一 検知 器の 〗 叵 I の 作動と 復帰で 機械 カ《 再 始動す る モー ド （シングル ブレーク と 呼称)。 
一 検知 器の 連続 2 回の 作動と 復帰で 機械が 再 始動す る モード （ダブル ブレークと 呼称)。 

ESPE の 機能の 一部と して この オプション 機能 を 備える 場合 は， A.5 に 規定す る 起動 ィ ン ター ロッ ク 及び 
A.6 に 規定す る 再起動 ィ ンタ 一口 ックを 同時に 備えなければ ならない。 
A.8.2 機能 要求 事項 

a) ESPE の 電源 を オンした とき， 及び 停電 後に 復電 したと き， いずれの 場合 も 起動 インター ロック をリ 
セッ トす るまで は， A.8.1 のい ずれの 運転 モードに よる 再 始動 も 可能であって はならない。 

b) 機械の 危険な 運転 行程 中 に検知 器が 作動 し た 後 は， 再起動 ィ ン ター ロック を リセットす るまで は， 
A.8.1 のい ずれの 再 始動 運転 モー ドも 可能であって はならない。 

c) A.8.1 のい ずれの 再 始動 運転 モー ド においても， 連続す る 次の 再 始動 は， 規定の 制限時間が 経過す る以 
前に だけ 可能と しなければ ならない。 

d) ダブル ブレーク を 用いる 場合 は， いかなる 状況 下で も， シングル ブレーク による 再 始動 は 不可能と し 
なければ ならない。 ' 

e) c) の 限定 時間 経過 後 は， 再起動 インター ロック を リセ ッ トす るまで 機械の 再 始動 は 不可能と しな けれ 



著作お im よ 5 mm での aw, は 禁止 さ れて お り ま す。 
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ばなら ない。 

f) 再 始動 運転 モードの 変更 後 は， 再起動 インター ロック を リセ ッ トす るまで， A.8.1 のい ずれの 再 始動 運 
転 モー ド による 機械の 再 始動 も 不可能 としな ければ な ら ない。 

g) c) の 限定 時間 を 制御す る タイマに は， 外部から リセット する 手段 を 備えなければ ならない。 

h) 上記 タイマの 調整 手段 は， かぎ （鍵)， パスワード， 又は 特別の 工具の 使用 を 必要と する もので なけれ 

ばなら ない。 

備考 サイクルタイムが 5 秒 以下の 機械 において は， 次の 再 始動 ま で に 許容す る 時間 経過 は 30 秒 を 超 
えない こ とが 望ま しい。 

A.8.3 障害 時の 要求 事項 附属 書 B に 示す 障害に より， 機械の 再 始動 運転 モー ドが 変更され てし まう 場 
合 は， その 障害に よって， 少なくも 起動 インター ロック 又は 再起動 インター ロックの いずれ かが 作動し な 
ければ ならない。 

A.8.4 検証 検査と 試験に よって 次の こと を 検証し なければ ならない。 

一 ESPE の 電源 を オンした とき も， 停電 後に 復電 したと きも， 起動 インター ロック を リセ ッ トす るまで 

A.8.1 のい ずれの 再 始動 運転 モー ドも 実行 不可能で ある。 
一 機械の 危険な 運転 行程 中に 検知 器が 作動した 後 は， 再起動 インター ロック を リセットす るまで， A.8.1 

のい ずれの 再 始動 運転 モー ド による 再 始動 も 不可能で ある。 
一 A.8.1 のい ずれの 運転 モードに よる 再 始動 も， 継続す る 次の 再 始動 を 行う こと は， 規定の 制限時間 経過 

以前に だけ 可能で ある。 

― ダブル ブレーク を 用いる 場合 は， い か な る 状況 下で も シングル ブレーク による 再 始動 は 不可能で あ る 。 
一 再 始動 運転 モードの 変更 後 は， 再起動 インター ロック を リセ ッ トす るまで， A.8.1 のい ずれの 再 始動 運 

転 モー ド による 機械の 再 始動 も 不可能で ある。 
一 制限時間 を 制御す る タイマ は， 外部から リセット する ための 手段 を 備えて いる。 

一 上記 タイマの 調整 手段 は， 工具 を 使用し なければ アクセスで きないよ うにした ェン クロージャ 内に 設 
けられて いる。 

一 附属 書 B に リストした 障害に より 機械の 再 始動 運転 モード 力 《変更され てし まう 場合 は， その 障害の 結 
果 として， 少な く と も 起動 ィ ンタ 一口 ック 又は 再起動 ィ ン ター ロックの いずれ かが 作動す る。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 B (規定） ESPE 電気 用品の 単一 障害 一覧表 
(本体 5.3 の 危険 側 故障 として 考慮すべき もの） 



B.1 導体 及び コネクタ 
B.1.1 導体 • ケーブル 



危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


2 導体 間の 短絡 


外傷に 対し 保護され （例えば， ケーブル ダクト， 外装な どに よ 
り）， 恒久的に （例えば， プラグ • ソケット を 使わずに） 接続し 
た 導体 間の 短絡 


別の 多 心ケー ブル 内 にある 導体 間の 短絡 


導体の 断線 


なし 


露出 導電性 部分 又は 保護 導体と 他の 導体 間の 短絡。 


なし 


充電 部と 任意の 導体 間の 短絡 


例えば， 終端 部 付近の 機械的 損傷に よる 障害 を 防止す るた め 
に， 多 心 終端 アセンブリ で 支持 及ぴズ 又は 終端す る 導体 


B.1.2 プリント 配線 及び プリント 配線 ュニッ ト 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


隣接 2 導体 間の 短絡 


-IEC 60249-2 に 適合す る 基材を 用い， 少な くと も JIS C 0664 

の 汚損 度 2， 材料 グループ III に 適合す る 沿 面 距離と 汚損 度 2 
に 適合す る 空間 距離 を もつ 場合 
一保 護 等級 IP54 以上の ェン クロージャに ュニッ トを 収容し， 
耐 劣化 性の ワニス 又は 保護 膜で プリ ント 面の 導体 全部 を 覆 
う 場合 


断線 


なし 


B.1.3 端子 板 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


隣接 端子 間の 短絡 


端子 は IEC 規格 又は それに 一致す る JIS に 適合し， JIS B 9960-1 
の 14.1.1 及び 14.1.2 の 要求 事項 を 満たす 場合 


断線 


なし 


B.1.4 多 極 コネクタ （例えば， ケーブル 用， リレー 用， IC 用の プラグ 及び ソケット） 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


隣接 2 ピン 間の 短絡 


B.1.2 を 満足す る 隣接 ピン 


機械的 誤挿入 防止の ない コ ネ クタの 入れ替わ り 又は 
誤挿入 


なし 


断線 


なし 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は « 止されて おり ます, 
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B.2 スィッチ 

B.2.1 電気 • 機械 式 スィッチ， 手動 操作 スィッチ 及び 押しボタン スィッチ （例えば， リセット ァ クチ ユエ 
—夕， ディップ スィッチ） 



危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


接点が 閉じない。 


なし 


接点が 開かない。 


なし 


互いに 絶縁 された 隣接 2 接点 間 の 短絡 


國 C 8201-5-1 (K.7.1. 4.6.1 参照） に 適合す る スィッチ であり， 
導電性 部品の 固定 緩みで 2 接点 間の 絶^ を ブ リ ッジ する こと が 
有り得ない 場合 


切換 接点の 3 端子 間の 同時 短絡 


同上 


B.2.2 電気 • 機械 式 機器 （例えば， リレー， コン夕 クタ） 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


無 励磁 位置に 戻らない。 （例えば， 機械的 障害に よ つ 
て， すべての 接点が 励磁 位置に とどまる。） 


なし 


励磁され ない。 （例えば， 機械的 障害， コイルの 断線 
によって， すべての 接点 が 無 励磁 位置 にと どまる。） 


なし 


1 接点が 開かない。 


なし 


1 接点が 閉じない。 


なし 


切換 接点の 3 端子 間の 同時 短絡 


少な くと も J1S C 0664 の 汚損 度 2， 材料 グループ III に 適合す る 
沿 面 距離 及び 汚損 度 2 に 適合す る 空間 距離 を もち， 導電性 部品 
の 固定 緩みで 接点 間の 絶縁 を プリ ッ ジ する こ とが 有り得ない 
場合 


接点 回路 間， 及び 接点 とコィ ル 端子 間の 短絡 


少なくも JIS C 0664 の 汚損 度 2， 材料 グルー プ III に 適合す る 沿 

面 距離 及び 汚損 度 2 に 適合す る 空間 距離 を もち， 導電性 部品の 
緩みで 接点 間， 及び 接点 とコィ ル 間の 絶縁 を ブ リ ッ ジす る こと 
が 有り得ない 場合 


NC 接点 及び NO 接点の 同時 閉路 


強制 ガイ ド 接点 （又は 機械的 連動 接点） を 用いる もの は， 接点 
の 同時 閉路 障害 を 考慮し な くても よい。 


B.3 ディスク リート 電気 部品 
B.3.1 変圧器 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で き る もの 


各 巻 線の 断線 


なし 


卷線 間の 短絡 


IEC 60950 に 従って 変圧器の 巻 線が 分離 している もの。 


B.3.2 イン ダ クタ （固定 又は 可変） 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


断線 


な し 


短絡 


1 層 コイルで， エナメル 処理 又は ポッ ティング 処理 をし， 軸 方 
向に 取り付け， 接続した もの。 


値の 変化 ： "0.5L N くん くん N + 許容 差" 内の 変化 を 考慮 
する。 ここに， ん は イン ダク タン スの 公称 値。 
可変 ィ ンダ クタの 値の 変化 は， "丄 mm くん くんぶ' 内の 
変化 を 考慮す る。 


なし 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載' -' —は 禁止され ております。 
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B.3.3 抵抗 



危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


断線 


なし 


短絡 


皮膜 抵抗， 又は 断線 時の ほどけ 防止 形の 巻 線 抵抗で， ワニス 処 
理 をし， 軸 方向に 取り付け， 接続した もの。 
表面 実装 技術で 用 レ ^ る 円筒形 抵抗器 


値の 変化： "0.5i? N <i?<2i? N " 内の 変化 を 考慮す る。 
こ こ に， R N は 抵抗の 公称 値 


なし 


B.3.4 複合 抵抗 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


個々 の 端子の 断線 


なし 


端子 間の 短絡 


なし 


個々 の 抵抗 値の 変化 ： "0.5/? N </?<2/? N " 内の 変化 を 
考慮す る。 ここに， 7^は 抵抗の 公称 値 


なし 


B.3.5 ポ テン ショ メータ 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


個々 の 端子の 断線 


なし 


全 接続 部の 同時 短絡 


なし 


端子 間の 抵抗 値 変化 ： "0.5i? P </?<2i?p" 内の 変化 を 
考慮す る。 ここに， /? P は 抵抗の 公称 値 


なし 


B.3.6 コンデンサ， 固定 又は 可変 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


断線 


なし 


値の 変化： "0.5C N </K2C N + 許容 偏差" 内の 変化 を 
考慮す る。 ここに， C N は 容量の 公称 値 


なし 



B.4 半導体 部品 

B.4.1 ディスク リー 卜 半導体 [例えば， ダイオード， トランジスタ， 卜 ライア ック， 定 電圧 制御 素子， フ 
オト トランジスタ， 発光ダイオード （LED)] 



危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


端子の 断線 


なし 


端子 間の 短絡 


なし 


全 端子 間の 短絡 


なし 


安全 関連 出力 信号が， 信号 設定 範囲の 上限 又は 下限 を 

その 限界 値の 25 % を 超えて 逸脱す る 結果 を 招く 電気 
的 特性の 変化 


なし 



g- 作^法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 
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B.4.2 フ才卜 カプラ 



危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


各 接続 部の 断線 


なし 


端子 間の 短絡 
一入 力 端子 （発光 器） 
一 出力端子 （受光 器） 
一入 出力 間 


なし 
なし 

JIS C 0664 の 表 1 に 示す 過 電圧 力 テ ゴ リ III のィ ン パルス 耐電 

圧 を もつ 部品 


安全 関連 出力 信号が， 信号 設定 範囲の 上限 又は 下限 を 

その 限界 値の 25 % を 超えて 逸脱す る 結果 を 招く 電気 
的 特性の 変化 


なし 


B.4.3 単純 集積回路 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


端子の 断線 


なし 


端子 間の 短絡 


なし 


すべての 入力信号 又は 出力 信号が， 個々 に 又は 一斉に 
"0" 又は "1" に 固定され る （すなわち， 入力信号が 
ない 入力 部 又は 負荷 を 接続して いない 出力 部が， 負 又 
は 正の 電源 回路に 短絡す る。）。 


なし 


出力の 寄生 振動 

備考 試験に 用いる 出力 回路 駆動 パルスの 周波数 と デ 
ユー ティ 比の 選択 は， スィッチ ン グ 技法 と 外部 
回路に よ る 。 試験す ると き は， 対象 部分の 駆動 
段 を 切り離す。 


なし 


安全 関連 出力 信号が， 信号 設定 範囲の 上限 又は 下限 を 
その 限界 値の 25 % を 超えて 逸脱す る 結果 を 招く 電気 
的 特性の 変化 


なし 


B.4.4 複雑な 集積回路 又 は プログラマ ブル 集積回路 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


機能の 一部 又は 全部の 欠陥 （本体の 4.2.10 及び 4.2.11 

参照） 

欠陥に は 次の ものが 考えられる。 
一 静的 欠陥 
一 論理の 変化 

一 ビット シーケンスに 依存す る もの 


なし 


集積回路が 複雑な ので 障害が 顕在 化 しないた め 検出で 
き ない ハー ド ゥ ヱァ 障害 （本体の 4.2.10 及び 4.2.11 参 

照） 


な し ' 


プロ グ ラ ム 全部 を 実行 し て も 顕在 化 しない， メモリ 及 
び 処理 部の 欠陥 


なし 


B.4.3 のす ベて 


B.4.3 参照 


B.5 電動機 


危険 側 故障と して 考慮すべき 障害 


考慮 を 除外で きる もの 


電動機の 停止 


なし 


異常 過 速度 


なし 


異常 低速 度 


なし 



著作権法に よ り 無断での 複製， fe 載 等 は 禁止され てお ります。 
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附属 書 c (参考） 適合 性 評価 



この 附属 書 は， 本体 及び 附属 書 （規定） に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
この 規格 は， 製品が 規格に 適合す る こと を 評価す る 条件 を 含んで いる。 しかしながら， 適合 性 評価に は 

試験 設備 と 専門家の 分析 を 必要 とする。 ESPE が, こ の 規格 及び 少な く と も 規格の 一部に 適合す る こと を 
適切に 評価す るた めに は， 第三者の 評価 及び この 規格の 要求 事項に 基づく 試験 を 実施す る ことが 望ま しい。 
第三者 機関 は， ESPE を 評価す るに 足る リソース を もつ 認可され た テスト ハウスで ある ことが 求められる 
せ, この こと はこの 規格 力 《強制す る 事項で はなく， 法令， 規則， 又は 設備の 契約 条件から 要求され る こと 
である。 



著作権法 により 無断での ぉ截等 は禁. あされて おります。 
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JIS B 9704-1 ：2006 
(IEC 61496-1 ： 2004) 

機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 

第 1 部： 一般 要求 事項 及び 試験 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 参考に 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事 
柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 曰 本 規格 協会へ お願い します。 

1. 改正の 趣旨 旧規 格 は， JIS B 9704-1:2000， 機械 類の 安全性 一 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部： 一般 要 
求 事項 及び 試, 験 であり， 国際規格 IEC 61496-1:1997, Safety of machinery - Electro-sensitive protective 
equipment- Part 1: General requirements and tests の 修正 規格 (MOD) であ つ た。 そ の 後， IEC/TC44/MT6 1496-1 
が この 国際規格の 改正案 を 作成し， 1EC/TC44 (機械 類の 安全性） の 多くの P メ ンバ 一国の 賛成 投票 を 得て， 
2004 年 2 月に 第 2 版 IEC 61496-1:2004 が 発行され た。 そ こ で， JIS B9704-1 を 遅滞な く IEC 61496-1:2004 
に 整合させる ために 見直し， 改正 を 行い， 第 2 版 を 一致 規格 （IDT) として 発行した。 

IEC 61496-1:2004 の 主な 改正 点 は 次の 二つで ある。 

1) 未定に なって いた タイプ 3 の ESPE に対する 要求 事項 を 規定した。 

2) OSSD (出力 信号 開閉器） の 要求 事項 を， 機械 接点 式の もの （4.2.4.2) と ソリッド ステート 式の もの 

(4.2.4.3) に 分けて 詳しく 規定した。 
IEC 規格の 前記 改正 事項 は， そのまま JISB 9704-1 の 改正に 反映した。 なお， IEC 61496-1:2004 は， 2008 
年まで 改正し ない こ とに なって いる 力、 データ バス 関連の 追加 要求 事項 を TEC/TC44/MT6 1496-1 で 既に 審 
議中 である。 2008 年 を 待たずに 追 補 (amendment) が 出る 可能性が ある。 

2. 改正の 経緯 1EC 61496-1:2004 (第 2 版） における 主な 改正 事項の 一覧 を 解説 表 1 に 示す。 

IEC 61496-1:1997 (第 1 版） は， ESPE を 性能 別に タイプ 1， 2, 3 及び 4 に 分類した にもかかわらず 具体 
的 要求 事項 は タイプ 2 及び タイ プ 4 しか 規定し ない 未完 結の 規格であった。 第 1 版の 成立 後す ぐに メ ンテ 
ナン スチーム IEC/TC44/MT61496-1 が 結成され， 未定 部分 を 完成し 技術の 進歩 を 反映す るた めの 改正 審議 
が 行われた。 日本から も 2 名の エキスパート （黒 住， 長 谷川） が 参加し， 日本の 主張の 反映に 努めた。 ソ 
リ ッ ドス テート 式 OSSD に 電流 流入 タイプ も 使用で きる よう にした こと は， 我が国の 主張 を 反映した 結果 
である。 

IEC 61496-1:2004 では， タイプ 3 の ESPE の 具体的 要求 事項が 規定され たが， タイプ 1 の 要求 事項 は規 
定 しない ままと なった。 我が国 は， タイプ 1 の ESPE も 市場性が あると して， 次回の 改正で は タイプ 1 を 
規定す る こと を IEC に 提案して いる。 

IEC 61496-1:2004 及び JIS B 9704-1 :2006 の 審議 は， 社団法人 日本 機械工業 連合会の IEC/TC44 国内 委員 
会 及び その 下部の IEC61496-1SWG が 担当した。 

解 1 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転 は禁. ik されて おり ます。 
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解説 表 1 


第 2 版に おける 王な 変更 事項 




箇条 番号 


主な 追加 事項 


主な 削除 事項 


主な 変更 事項 


2. 


次の 引用 規格 を 追加 


次の 引用 規格 を 削除 


最新 版への 変更 




J1SC 61000-6-2 


JIS C 9742 


TR B 0008 ― JIS B 9700-1 




(4.2.1 の 備考に 引用） 


IEC 61310-1 


TR B 0009 — JIS B 9700-2 




J IS B 9705-1(1 SO 13849-1) 


JIS Z 9901 






(附属 書 A に 引用） 


JISC8480 


国際規格 対応 JIS の 新版がない 




JIS B3502 




もの は 国際規格 を 引用した。 




(4.2.4.3 に 引用） 




JISC 61000-4-3:1995 ^ 




IEC 61508 




IEC 61000-4-3:2002 




(4.2.11.2, 5.5.3， 及び A.1 に 弓 | 




JISC 61000-4-5:1999 圍 




用） 




IEC 61000-4-5:2001 




IEC 60950 




JISC 61000-4-6:1995 




■ に 引用） 




IEC 61000-4-6:2001 




IEC 60439-1 








(4.2.3.4， 4.2.3.5, 4.2.3.6 に 弓 1 




JIS 番号 体系の 変更 （実質 変更 




用） 




なし） 




J IS C 0664 




JIS C 1000-X-Y — 




(B.2.1, B.2.2, B.4.2 に 引用） 




JIS C 61000-X-Y 

JISC 0040 ― 

JIS C 60068-2-6 

JISC 0042 ― 

JIS C 60068-2-29 


3.1 


ブラン キングの 定義 追加 






旧 3.3 




信号 設定 範囲の 定義 を 削除 




旧 3.27 




起動 試験の 定義 を 削除 




4.2.1 


備考 を 追加 
(IEC 61000-6-2 を 引用） 


タイプ 4 の ESPE に対する 特別 要 
求 （JIS C 9742 の 絶縁 変圧器） を 
削除 




4.2.2.3 






タイプ 2 の ESPE の 障害 検出 条 
件が 緩和 された。 周期 テストに 
よって 障害 を 検出で きれば よい 
ことにな つた。 


4.2.2.4 


タイプ 3 の £SPE の 要求 事項 を 
追加 






4.2.4.2 


リ レー 式 OSSD の 規定 を 追加 






4.2.4.3 


ソ リツ ドス テー ト式 OSSD の規 
定を 追加 






5.1.1.3 


シミュレーション を 実 試験 に 
変える 規定 を 追加 






旧 5.2.1.2 




検出 能力の ィ ン テグ リ アイの 試 
験に 関する 要求 事項 を 削除 




5.2.4 




タイプ 2 の ESP£ の 周期 テス 卜の 
所要時間 150 ms 以下の 要求 を 削 
除 (4.2.2.3 の 備考で 言及） 




5.2.8.1 


OSSD の 試験法 一般 事項 を 追加 






5.2.8.2 


リレー 式 OSSD 試験法 を 追加 






5.2.8.3 


ソ リツ ドス テー ト式 OSSD 試験 
法 を 追加 







解 2 

著作 栴法 により 無断での 複製， 載 等 は 禁止され ております。 
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解説 表 1 第 2 版に おける 主な 変更 事項 （続き) 



箇条 番号 


主な 追加 事項 


王な 削除 事ぶ 貝 


主な 変更 事 項 


5.3.4 


タイフ 3 の ESPE の 雷 式 験、 法 を 追 
加 






6.1 




識別 と マーキング に関する -部 
の 要求 事項 （旧 第 2 段落） を 削 
除 




附属 書 A 




図 A.1 及び 図 A.2 を 削除 




A.7 






ミュー ティングの 規定 を 変更 


附属 書 C 


全体 を 追加 







3. 審議 中 に 問題 となつ た 事項 

3.1 規格の 名称 "電気 的検知 保護 設備" という 名称 は 実際の 製品 イメージと 異なる， という 指摘が あ 
つた。 むしろ" 電子 センサ を 用いる 保護 装置" 程度の 名称が 適切で あるとの 意見であった。 しかしながら， 
既に JISB 9704-2 と JISB 9704-3 も "電気 的検知 保護 設備" という 名称で 制定 済で あるた め， 今回 は 規格 
名称の 主題 要素 は 変更し なかった。 ただし， 3.2 に 述べる ように， 本文 中で は， "電気 的検知 保護 設備" に 
替えて 略号 ESPE を 用いる ことと した。 

3.2 略ラの 使用 原 国際規格で は， Electro-sensitive protective equipment, Output signal switching device な 
どの 長い 用語の 繰り返し 使用 を 避け， ESPE, 0SSD などの 略号 を 用いて いる 力 《， この 規格の 第 1 版 は 略号 
を 用いず， 電気 的検知 保護 設備， 出力 信号 開閉器な どの 用語 を 繰り返し 用いて いた。 今回の 改正で は 煩わ 
しさ を 避ける ために， 文中 2 回目から は ESPE, 0SSD などの 略号 を 用いる ことと した。 
3.3 引用 規格 

3.3.1 全般的 問題 原 国際規格 IEC61496-1 が 引用す る 国際規格 を そのまま 引用し， 対応す る JIS の 方 を 

参考と して 示すべき であると いう 意見が あった。 この 意見の 要旨 は 次のと おりで ある。 

IEC 61496 の 認証 を 取ろ う とする 場合， 国際規格 を そのまま 引用す る JIS にす る 方が JIS の 利用価値が 
高い。 国際規格 改正の テンポ は 速い が， 国際規格の 改正に 対応す る JIS の 改正 は 〗 年 以上 遅れる こ とが 普 
通で あるから， 引用 規格 をす ベて 一致す る JIS で 置き換える こと は 永久にで きない。 また， 国際規格に 一 
致す る J1S 力 《引用されても， 読者 は 最後に は 国際規格 を 参照す る こ とが 多い。 規格の グローバル 化が 進み 

国際規格の 改正 テンポが 速い 時代に は， 国際規格 を そのまま 引用す る ことが 望ましい。 引用 規格に 国際 規 

格 と JIS が 混在す る の は 混乱の もとで ある。 

結果と して は， 従来 どおり， JIS 改正 時点で 引用 国際規格に 一致す る JIS 又は 引用す る 部分の 規定 内容 
が 同等の JIS が ある 場合 は JIS を 引用 し， これらがない 場合 だけ 国際規格 を そのまま 引用した。 
3.3.2 IEC 60439-1 及び JIS C 0664 (IEC 60664-1) の 引用 原 国際規格 IEC 61496-1 は， 空間 距離， 沿 面 
距離な ど を 規定す るた めに， この 二つの 異なる 規格 を 引用して いる。 IEC 60439-1 は， 原 国際規格の 4.2.3.4 
(環境 汚損 度) ， 4.2.3.5 (空間 距離, 沿 面 距離 及び 分離 距離) ， 4.2.3.6 (配線) ，で 引用され ている。 IEC 60664-1 
は， 原 国際規格の 附属 書 B の B.1.2, B.2.1, B.2.2 及び B.4.2 で 引用され ている。 

IEC 60439-1 は， 低 電圧 開閉器 及び 制御 アセンブリの 製品 規格で あり， IEC 60664-1 は， 低圧 系統 内 機器 
の 絶縁 協調 を 規定す る もので， 適用 範囲の 広い 規格で ある。 IEC 60439-1 と IEC 60664-1 の 規定 内容 は， 空 
間 距離， 沿 面 距離に 関して は 同じで ある （汚損 度， 材料 グループの 定義 も 同じ）。 同じ こと を 規定す るに 異 
なる 規格 を 引用し な い 方が よい。 

JIS B 9704-1 第 1 版で は， IEC 60439-1 と IEC 60664-1 の 両方 を， 共通 的に JIS C 8480 (キ ャ ビネ ッ ト 形 



解 3 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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分電 盤） に 置き換えて 引用して いた。 しかし， これに も 問題が ある ことが 分かった ので， 第 2 版で は JISC 
8480 の 引用 を 廃止した。 これにつ いて 次に 述べる。 

3.3.3 JISC8480 の 引用 廃止 上に 述べた ように， JIS B 9704-1 第 1 版で は， 原 国際規格が 引用す る IEC 
60439-1 と IEC 60664-1 の 両方 を， 共通 的に JISC8480 (キャビネ ッ ト 形分電 盤） に 置き換えて 引用して い 
た。 しカゝ しな 力 《ら， JIS C 8480 は 1EC 60439-3 に 対応す る 規格であって， IEC 60439-1 と は 少し 異なり， ■ 
60664-1 と は 完全に 異なる。 JIS C 8480 に は 過 電圧 カテゴリの 規定がない。 過 電圧 カテゴリ III を 適用す る 
B.4.2 に JIS C 8480 を 引用す る ことに は 無理が あ る 考えられる。 

そこで JIS B 9704-1 第 2 版で は， 本体の 4丄3.4〜 4 .2.3.6 に は IEC 60439-1 を （対応 JIS がない ので） そ 
のま ま 弓 I 用し， 附属 書 B では IEC 60664-1 を JIS C 0664-1 に 置き換えて 引用す る こ ととし， JIS C 8480 の 
引用 を 廃止した。 

3.3.4 IEC 60950 の 引用 附属 書 B の B.3.1 の 変圧器 巻 線 間の 短絡に 関連 し て， IEC 61496-1:1997 では IEC 
60742 が 引用 さ れ ていたが， IEC 61496-1:2004 では， IEC 60742 に 替えて IEC 60950 が 引用 さ れ ている。 IEC 

60742 (絶縁 変圧器の 規格） が 廃止され たための 措置と 思われる が， 絶縁 変圧器の LEC 規格 は IEC 60742 
に 替わ つ て IEC 61558 が 制定 されて いるのに， なぜ IEC 61558 を 引用せ ずに IEC 60950 を 引用した かが 不 
明で ある。 IEC 60950 は， 情報技術 機器の 電気 安全 規格であって， 機械 分野の IEC 60204-1 以上に 膨大な 
規格で ある。 この 中の どの 条項 を B.3.1 に 適用す るの か 明確に されて いない。 IEC 60950: 1999 の 1.5.4， 5.5.3, 
及び 附属 書 C (JISC6950 では， 1.5.3， 5.4.3 及び 附属 書 C) に 変圧器に 対する 要求 事項が あるが， これら 
の 要求 だけ を 満たせば よいの か は 不明で ある。 ある 変圧器 製造業 者の 説明に よれば， 一般的に IEC 60950 
適用の 変圧器 は， 小形 化と 省 スペースに 有利で あり， 民生 機器に 使用され る ことが 多く， IEC 61558 適用 
の 変圧器 は， 要求 事項が 厳しく， 工業製品に 使われる ことが 多い とのこと である。 いずれが ESPE 用に 適 
切で あ る か は 今後の 検討 課題 と し ， 今回の JIS 改正で は， 原 国際規格に 整合す る IEC 60950 を そのまま 引 
用した。 

3.3.5 JIS C 0664 (IEC 60664-1) の 規定 事項 JIS B 9704-1 第 2 版で は， 附属 書 B の B.2.2 に JIS C 0664 

を 引用して いる。 原 国際規格 は B.2.2 に IEC 60664-1 を 引用して， pollution degree 2 / installation category III 
に 対す る 沿 面 距離 を 要求 している が， IEC 60664-1 に installation category の 規定が 見つか ら ない。 文脈 か ら 
判断 し て installation category は material group の 誤りと 思われる ので， JIS B 9704-1 第 2 版で は， "JIS C 0664 

の 汚損 度 2， 材料 グループ III" とした。 

3.4 タイプ 1 の 要求 事項 この 規格 は， ESPE を 4 種の タイプに 分類して いる 力、 今回の 改正で も タイプ 
1 の 要求 事項 は 未定と した。 今回の JIS 改正に 当たり， タイプ 1 の 要求 事項 を JIS B 9704-1 に 規定しょう 
という 提案が あ つた 力、 いまこの JIS に タイプ 1 を 規定しても， 将来 国際規格に タイプ 1 が 規定 さ れた と 
きに は JIS の 内容と 大きな 差異が 出る 可能性が あると して， JIS で 先行 規定す る こ と を 断念した。 

4. 適用 範囲 この 規格 は， 危険 区域に 侵入 又は 存在す る 人 を， 人に 接触せ ずに 検出す る 電気 的 センサ を 
用いる 保護 設備に 適用す る。 このような 検知 方式に は， 光 ビーム 遮光 検出 方式 （JIS B 9704-2/IEC 61496-2 
で 規定）， 光 ビーム 反射 検出 方式 (JISB9704-3/IEC 61496-3 で 規定）， カメラに よる 検出 方式 (IEC 61496-4 

で 規格 審議 中） などが ある。 

人が 発する 熱を検 知す る 受動的 赤外線 検知 方式 も 非接触の 電気 的検知 方式で は ある 力、 これ は， こ の規 
格の 対象外と なって いる。 受動的 赤外線 保護 装置 は CENELEC の 文書 (CLC/TS 50418:2004) で 規定され て 
いる。 

この 規格 は， 性能， 機能 及び 試験 方法 を 規定す る ものであって， 構造 規格で はない。 

解 4 
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日本の 厚生 労働省 令の 光線 式 安全装置の 構造 規格 は， この 規格と は 関係ない 力、 将来 はこの 規格との 関 
係 も 検討され るであろう。 

5. 規定 項目の 内容 

5.1 タイプと カテゴリの 相違 

5.1.1 適用 範囲の 相違 JISB9704-1 (IEC 61496-1) は， 現在 3 種の タイプの ESPE を 定義し， 要求 事項 
を 規定して いる。 この タイプの 定義 は， JISB 9705-1 (ISO 13849-1) が 規定す る カテゴリの 定義と 似て い 
るが 異なる。 

力 テ ゴ リ は， 制御 シ ス テム の 安全 関連 部の 範ち ゆうに ある すべての 装置 又は 部品に 適用 される 力、 タイ 
プは， ESPE だけに 適用され る 分類で ある。 カテゴリ は， 電気 的， 機械的， 油圧 的， 空圧 的 等， すべての 
制御 方式に 適用され るが， タイプ は 電気 的 センサ を 用いる 保護 設備 （ESPE) だけに 適用され る。 
力 テ ゴ リ で 分類 される 装置の 安全 機能 は， 例え ば， 

• 危険 区域 内の人 を 検出して 機械 を 止める。 

• オーバー ス ピー ドを 検出して 機械 を 止める。 

• 可動 部の 位置 を 検出して 機械の 可動 範囲 を 制限す る。 

• 特定 部分の 温度 を 検出して 電源 を 遮断す る。 

• 過 電流 を 検出して 回路 を 遮断す る。 
など 多岐に わたる 力、 タイプで 分類され る ESPE の 安全 機能 は， 危険 区域 内で 人 を 検出して 機械 を 安全 状 
態に する こ とで ある。 

5.1.2 フォールトトレランス による タイプと カテゴリの 分類 タイ プと カテゴリ を 分類す る 最も 基本的 
な 要素 は， 装置が 故障した ときに 安全 機能が 維持され る 度合 （フォールトトレランス） である。 

解説 表 2 に， 装置の 内部 障害に 対する 耐性 （フォールトトレランス） の 観点からの カテゴリと タイプの 
比較 を 示す。 カテゴリ 3， 4 と タイプ 3， 4 の 障害に 対する 耐性の 要求 は 異なる といえる。 

カテゴリ も タイプ も， 障害の 起こ り に く さに ついては 具体的に （定量 的に） 要求して いない。 どちらも， 
装置 は 故障す る もの だとい う 前提に 立って いる。 保護 装置が 故障 したと き に 安全 機能が 保 たれる 度合に よ 
り カテゴリ， タイプが 分類され ている。 ESPE の 中で タイプ 4 の ESPE は， ESPE が 故障しても 安全が 保た 
れる 度合が 最も 高い。 この 規格 は， ESPE が 故障して 工場の 生産 効率 を 下げる 問題 は 扱って いないが， 近 
年， 故障し ない 安全装置 を 求める 声 も 高まって おり， [EC 61508 (J1SC 0508), IEC 62061 などで は 安全 機 
能が 故障し ない 確率 （SIL) を 規定して いる。 将来 は， この 規格に も SIL の 要求が 盛り込まれる 可能性が あ 
る。 
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： タイプと カテゴリの フォールト 反応 比較 



力 テ ゴ リ (JlS B 9705-1/ISO 13849-1； 



タイプ (JIS B 9704-1/IEC 61496-1) 



カテゴリ B 

• 障害 発生 時， 安全^ 能の 喪失 を 招く ことがある。 
- 障害 検出 （チヱ ック） は 要求され ない。 

検出して 判定 をす る 訳 



ではない。 



1 個 H の 障害 






N 


安全 機能 維持 







2 個 目 以後の 障害に 
ついては 規定 し な 
いが， このよう にな 

る。 



個 目の » 害 



検出して 判定 をす る 訳 
ではない。 




Y 


安全 機能 




喪失 



次の 危険 側 障害まで 
は 安全 機能 維持 



カテゴリ 1 

- 障害 発生 時， 安全 機能の 喪失 を 招 く ことがある。 

• 障害 発生 確率 は カテゴリ B より 小さい。 
• 障害 検出 （チヱ ック） は 要求され ない。 



タイフ 1 

現時点 で は 規定 されて いない 



障害に 対する 反応 フロー チヤ' 

じ。 



ト は， カテゴリ B に 同 



解 6 
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解説 表 2 タイフと カテゴリの フォール 卜 反応 比較 （続き） 



力 テ ゴ リ (JlS B 9705-1/1SO 13849-1) 



タイプ (J1S B 9704-1/IEC 61496-1) 



カテゴリ 2 

• 安全 機能の 喪失 は， チヱ ック により 検出され る。 
• 次の チヱ ックま での 間に 発生す る 障害 は 安全 機能の 喪 
失 を 招 く こ とが ある。 

検出して 判定 をす る 訳 



タイプ 2 

- 安全 機能の 喪失 は， 周期 テストに より 検出され る。 
• 次の 周期 テス ト までの 間に 発生す る 障害 は 安全 機能の 
喪失 を 招 く ことがある。 

検出して 判定 をす る 訳 



ではない。 



ではない。 



個 目の 障害 




I 目の 障害 



Y 


安全 恢能 




喪失 



安全 機能 維持 



検出して 判定 をす る 訳 

ではない。 



個 目の 障害 




安全 機能 
喪失 



安全 機能 維持 



I 個 目 © 害 後の 

最初の チヱ ッ ク 




Y 


安全 機能 




喪失 



安全 機能 維持 



検出して 判定 をす る 訳 
ではない。 



個 目の 障害 




安全 機能 
喪失 



安全お 能 維持 



チェック によ り 判定 をす る ( 




1 個 目 障害 後の 
最初の テス ト 



テストに よ り 判定 をす る。 



障害が 回復す る 
まで 安全 状態 を 
維持。 




(ロック ァゥ 卜） 



次の 危険 側 障害まで 
安全 构能 維持 





N 






次の 危険 ft 


IJ 障害まで 


安全 機能 維持 



備考 チヱ ック は， 自動 又は 手動， どちらで もよ い。 チ 
ェ ックの 信頼性に ついては 規定な し。 危険 側の 障 
害をチ ユックで 見逃した 場合 は， 安全 機能の 喪失 
力ち 継続す る。 



備考 



タイプ 2 の ESPE は， 周期 テスト^ 能 を もつ。 モ 
ニタ 内蔵の 場合 は， 周期 テスト 機能 を 監視し， モ 
ニタの 障害 を 検出す る。 電源 オン 時の 機能 テスト 
ももつ （本体の 4.2.2.1)。 
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解説 表 2 タイプと カテゴリの フォールト 反応 比較 （続き） 



力 テ ゴ リ (JIS B 9705-1/ISO 13849-1) 



タイプ リ IS B 9704-1/IEC 61496-1) 



カテゴリ 3 

- 単一の 障害が 発生 しても 安全 機能が 保た れ る 。 
• すべてで はない 力、 障害 は 検出され る。 
- 検出され ない 2 個の 障害の 蓄積で 安全 機能 を 喪失す る 
こ とが ある。 



タイプ 3 

- 1 個 目の 障害 力 《発生しても 安全 機能が 保 たれる。 
• 1 個 目の 障害が 危険 側の と き は 必ず 検出 し 規定の タ ィ 
ミン グで ロック ァゥ 卜する。 安全 側のと き は 見逃し 蓄 
積しても 安全 機能が 保た れ る 。 
• 検出され ない 2 個の 障害の 蓄積で 安全 機能 を 喪失す る 
こ と がない。 2 個 目 の 障害が 危険 側の と き は 必ず 検出 
し 規定の タイミングで ロックアウト する。 安全 側の と 
き は 見逃 し 蓄積 しても 安全 機能が 保た れ る 。 



I 目の 障害 




個 目の 障害 



安全 措置 
(機械 停止 等） 



安全 機能 維持 



検出して 判定 をす る 訳 
ではない。 




2 個 N の 障害 



Y 


'な 仝 ^〖お を 


> —— ► 


* ^する こ 




とが ある ( . 



C 危険 側 
， 


障害 か ) 

N 


安全 機能 維持 


， 





規定 時間 内 又は 
安全 機能の 次の 
作動 要求 時 等に 
ロックアウト 



危険 側 障害 は 必ず 検 
出 して ロ ッ ク アウト 
にす ると いう 意味で 

ある。 



2 個 目のに' 害 



， 


N 

r 


次の 危険 側 障害 ま 
では 安全 K ほ 維持 


， 


r 




危険 側 故障 
を 起こして 

はならない,， 



3 個 目 以後の 障害 




， 


N 


次の 危険 側^ 害 ま 
では 安全 機能 維持 


1 


f 



3 俩目 以後の 障害 




備考 カテゴリ 3 に は， 周期 チェックの 要求 はない が， 

周期 テスト， 障害 モニタ， 又は 自己 診断 機能 を備 
える こと は 妨げない。 



備考 1. タイプ 3 に は， 周期 テスト の 個別 要求 はない 力、 
序文で は， 相応の 周期 テスト 機能 を もつ ことが 
前提に されて いる。 電源 オン 時の 機能 テス ト も 
もつ （本体の 4.2.2.1)。 
2. 2 個 目 の 障害に 対す る 反応 要求が 力 テ ゴ リ 3 と 
異なる。 タイプ 3 は， 2 個 目の 障害に より 危険 
を 招いて はならない。 
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解説 表 2 タイプと カテゴリの フォール 卜 反応 比較 （続き） 



カテゴリ U1S B 9705- 1/ISO 13849-1) 



タイフ (JIS B 9704-1/IEC 61496-1) 



カテゴリ 4 

• 複数の 障害が 蓄積しても 安全 機能が 常に 保 たれる。 総 
点検 までの 間に 蓄積す る 障害に よって 危 険 状態 を 生 
じない。 

• 障害 は， やがて 検出 さ, れ， 安全 機能の 喪失 を 防止す る。 
• 何個 目の 障害まで 反応 を 検証す るか は， 技術， 構造， 

適用 を 考慮して 決める。 3 個 以上の 障害 検出 は， 検証 

されない こ とが ある。 



個 目の 障害 



< 危険 側 

， 


障害 か〉 

N 


安全 機 阍 維持 


1 





2 個 目の 障害 



n 個 @ の 障害 



， 


N 

r 


総 点検まで 安全 
機能 維持 


， 


r 


総 点検 





' 直ちに， 又は 安 


Y 


全 機能の 次の 作 




動 要求お/時に 




検出し， 安全 措 




置 を と る。 




直ちに， 又は 安 
全 機能の 次の 作 
動 要求 前/時に 
検出し， 安全 措 

置 をと る。 




直ちに， 又は 安 
全^ 能の 次の 作 
動 要求 前/時に 
検出し， 安全 措 
置 を と る。 



備考 カテゴリ 4 に は， 周期 チェックの 要求 はない が， 
周期 テスト， 障害 モニタ， 又は 自己 診断 機能 を備 
える こ と は 妨げない。 



タイプ 4 

- 1 個 目の 障害 力 《 ， 検出 機能の 喪失 を 招く 場合 は 必ず 検 
出し， 応答 時間 内に ロックアウト する。 その他の 重大 
な 障害 も 検出 し， 規定の タイミングで ロックアウトす 
る。 安全 側の 障害 は 検出で きなくても よい （正常 運転 
を, 続ける）。 

• 2 個 目 以後の 障害の 蓄積が 危険 側に 働 く 場合 は 検出 し 

て ロックアウト する。 
• ただし， 4 個 以上の 連続した 障害に ついては， その 障 

害が 互いに ほとんど 独立で 特定の 順序で 発生す る 確 

率が 低 い 限り 試験す る 必要 はない。 



1 個 目の 障害 




1 


N 

r 


安全 fe^ 維持 


， 





応答 時 問 内に， 
又は 安全 拨 能の 
次の 作動 要求 時 
に ロックアウト 
する。 



： 個 目の 障害 




， 


N 


安全 機 編 維持 


， 





応答 時間 内に， 
又は 安全 機能の 
次の 作動^ \tm 
に ロック ァ ゥ ト 

する。 



3 個 目の 障害 






N 


安全 機能 維持 









応答 時間 内に， 


Y 


又は 安全 機能の 




次の 作 偷 要求 時 






に ロックアウト 




する。 



n 個 目の 障害 




応答 時間 内に， 

又は 安全 機能の 
次の 作動 要求 時 
に ロック ァゥ ト 

する。 



次の 危険 側 障害まで 
は 安全 機能 維持 



備考 タイプ 4 に は， 周期 テストの 個別 要求 はない が， 
序文で は ， 相応の 周期 テスト 機能 を もつ こと が 前 
提 にされ ている。 電源 オン 時の 機能 テスト ももつ 
(本体の 4.2.2.1)。 
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5.1.3 EMC 性能に よる タイフの 分類 カテゴリの 分類に は EMC 性能 を 考慮 しないが， ESPE の タイ プは 
EMC (イミ ュニ ティ） 性能 も 分類の 要件で ある。 解説 表 3 に 各 タイプの EMC 性能の 比較 を 示す。 



解説 表 3 タイプ 別の EMC イミ ュニ ティ 性能 



EMC 項目 


タイプ 2 


タイ プ 3 


タイ プ 4 


ファース 
トト ラン 


直流/信号 ポー ト 


JISC 61000-4-4 の レベル 2， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 


ジヱン 卜/ 
バース ト 


交流 電源 ポー ト 


JISC 61000-4-4 の レベル 3， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 




直流/信号 ポー ト 




JISC 61000-4-4 の レベル 3, 

危険 側 故障な し 


同 左 




交流 電源 ポー ト 




■ 隱 61000-4-4 の レベル 4， 

危険 側 故障な し 


同 左 


ファース 
トト ラン 


直流/信号 ポー 卜 


IEC 61000-4-5 の レベル 2， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 


ジ ヱント / 
サージ 


交流 電源 ポート 


IEC 61000-4-5 の レベル 3， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 




直流/信号 ボート 




■ 61000-4-5 の レベル 3， 

危険 側 故障な し 


同 左 




交流 電源 ポー ト 





■ 61000-4-5 の レベル 4， 

危険 側 故障な し 


同 左 


電 磁界 


IEC 61000-4-3, 4.3.2.5.1 の レベル 3， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 




■ 61000-4-3 の レベル 4, 

危険 側 故障な し 


同 左 


電磁 界伝 
導 妨害 


10 m 以 トの信 
号 ポートな ど 


IEC 61000-4-6 の レベル 2， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 


電源 ポートな ど 


IEC 61000-4-6 の レベル 3， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 


10 m 以下の 信 
号 ポートな ど 




IEC 61000-4-6 の レベル 3, 

危険 側 故障な し 


同 左 


電源 ポートな ど 




IEC 61000-4-6 の レベル X， 

危険 側 故障な し 


同 左 


静電気 放電 


JIS C 61000-4-2 の レベル 3， 

正常 運転 継続 


同 左 


同 左 




JIS C 61000-4-2 の レベル 4， 

危険 側 故障な し 


同 左 



5.2 ソリッド ステート 式 OSSD の 電流 流入 タイプと 電流 流出 タイプ 本体の 4.2.4.3 の 規定で は， ソ リツ 

ドス テート 式 OSSD は 電流 流入 タイプで も 電流 流 出 タイプで もよ いとして いる カ^ 電流 流出 タイプ を 推奨 
し， 備考 1. で 電流 流入 タイプの 欠点に 注意 を 喚起して いる。 しかし， 備考 1. は 誤解 を 招き やすいので 注 
意が 必要で ある。 

解説 図 1 と 解説 図 2 は， 説明の ために 作成した 図で ある。 解説 図 1 では， 電源 極性に 関係な く， OSSD 
の 地 絡 事故に より FSD が オンに なること は 有り得ない。 解説 図 2 では， 電源 極性に 関係な く， OSSD の 地 
絡 事故に より FSD が オンに なり 得る。 OSSD の 地 絡 事故に 対して は， 解説 図 1 の 回路の ほうが 安全 だとい 

える。 
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電源の 極性が プラスで あれば， 解説 図 1 の OSSD は 電流 流出 タイプで あり， 解説 図 2 の OSSD は 電流 流 
入 タイプで ある ことに 疑い はないで あろう。 よって 備考 1. の 記述 は 妥当で ある。 もし， 電源の 極性が マイ 
ナスのと きも， 解説 図 1 の OSSD を ^流流 出 夕 ィ プ， 解説 図 2 の OSSD を 電流 流入 タイプと 呼ぶ ので あれ 
ば， 備考 1. の 記述 は マイナス 電源のと きも 正しい ことになる。 しかし 世の中に は， マイナス 電源のと き は， 
解説 図 1 の OSSD を 電流 流入 タイプ， 解説 図 2 の OSSD を 電流 流出 タイプと みなす 人 も 多いで あろう。 こ 
のように 考える 人に は 備考 1. は 誤った 指針 を 与える こ とになる。 

一方， JISB 9960-1:1999 (IEC 60204-1:1997) の 9.1.4 に は， "負荷 を 制御す る 制御機 器の 開閉 要素 は， 負 
荷の 接地して ない 側に 挿入し なければ ならない" と 規定され ている。 電源の 極性に 関係な く， 解説 図 1 は 
この 要求に 合致し， 解説 図 2 は 合致し ない。 

本当に 大事な こと は， JISB 9960-1 が 規定す るよう に （すなわち 解説 図 1 のように）， 開閉 要素 を 負荷と 
電源の 接地して ない 側に 接続す る ことで ある。 この 規格の 本体の 4.2.4.3 の 備考 1. は， 正 極性 電源 を 用い 
る 場合 を 想定した ものである ことに 注意が 必要で あ る 。 



ESPE 



OSSD 



FSD 



OSSD の 
地 絡 寧 故 



ESPE 



OSSD 



FSD 



OSSD の 
地 格 事故 



解説 図 1 



解説 図 2 



5.3 ESPE と 機械との インタフェース 例 解説 図 3 に インタフェースの 例 を 示す。 この 図 は， 第 1 版の 附 

属書 A に 含まれて いた 図 A.1 と 同じで ある。 第 2 版の 附属 書 A から 削除され たので， ここに 参考と して 残 

す。 

6. 懸案 事項 タイ プ 1 の 要求 事項が 未定に なって いる。 これに ついては 日本から IEC に 条文 案 を 提出 済 

みで ある。 

近年の 生産 現場で は， 設備 間の イン タフ ヱ ースを バス 通信で 行う 傾向に ある。 ESPE の OSSD 出力 もパ 
ワース ィ ツチで はな く バス 信号 ィ ン夕 フェースの ものが 生まれつつ あ り， ESPE の バス ィ ン夕 フェースの 
規定 を IEC 61496-1 に 追加す る こ とが IEC の 場で 検討され ている。 
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ESPE 基本 機能 (3.1 参照) 



検知器 



OSSD 



機械の 再起 
動機 能 
國 参照） 



起動 ィ ンタ 一口 
ック （A.6 参照） 



再起動 ィ ン ター 
ロック （A.6 参照） 



ミュー ァ イン 
グ （A.7 参照） 



SSD 



R<^pp 

オプション^ 能 



EDM 



SPM 



ESPE 



主 電源 



\ 械 



MSCE 



FSD 



MPCE 



動力 経路 
制御 信号 経路 

ォプシ ョ ン 機能の 制御 信号 経路 



解説 図 3 ESPE と 機械との インタフェース 例 



7. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS B 9704-1 第 2 版 原案 作成 委員会 構成 表 
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(委員） 
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社団法人 日本 電気 制御機 器 工業 会 （日本 認証 株式会社） 
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